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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－1 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

添付書類三 

ニ. 地  震 

(イ) 概要 

(ロ) 敷地周辺の地震発生状況 

(１) 被害地震 

(２) 被害地震の調査 

(３) 被害地震の評価 

(４) 地震カタログ間の比較 

(５) 敷地周辺で発生したＭ５以上の中地震 

(６) 敷地周辺で発生したＭ５以下の小・微小地震 

(ハ) 活断層の分布状況 

(ニ) 地震の分類 

(１) プレート間地震 

(２) 海洋プレート内地震 

(３) 内陸地殻内地震 

(４) 日本海東縁部の地震 

(ホ) 敷地地盤の振動特性 

(１) 解放基盤表面の設定 

(２) 地震観測記録 

(３) 深部地盤モデル 

(へ) 基準地震動Ｓｓ 

(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

① 検討用地震の選定 

ａ．プレート間地震 

ｂ．海洋プレート内地震 

ｃ．内陸地殻内地震 
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赤字：修正箇所 

下線：再処理施設または廃棄物管理施設と相違する

箇所 
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

ｄ．日本海東縁部の地震 

② 検討用地震の地震動評価 

ａ．プレート間地震 

ｂ．海洋プレート内地震 

ｃ．内陸地殻内地震 

(２) 震源を特定せず策定する地震動 

① 評価方法 

② 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

ａ．ＭＷ6.5以上の地震 

ｂ．ＭＷ6.5未満の地震 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

(３) 基準地震動Ｓｓ 

① 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震

動Ｓｓ 

 ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓ 

 ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ 

② 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動Ｓｓ 

(４) 基準地震動Ｓｓの年超過確率 

(５) 建屋底面位置における地震動評価 

(ト) 参考文献一覧 
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

ニ．地  震 

(イ) 概要 

基準地震動Ssは，以下の方針により策定する。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や，敷地周辺におけ

る過去及び最近の地震発生状況等を考慮して，その発生様式

による地震の分類を行った上で，敷地に大きな影響を与える

と予想される地震（以下「検討用地震」という。）を選定し

た後，敷地での地震動評価を実施し，「敷地ごとに震源を特

定して策定する地震動」を評価する。 

次に，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施

しても，なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地

殻内地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの観

点から，「震源を特定せず策定する地震動」を評価する。 

そして，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及

び「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき，

基準地震動Ssを策定する。 

最後に，策定された基準地震動Ssの応答スペクトルがどの

程度の超過確率に相当するかを確認する。 

 

(ロ) 敷地周辺の地震発生状況 

施設が位置する東北地方から北海道地方では，海洋プレー

トである太平洋プレートが陸域に向かって近づき，日本海溝

から陸のプレートの下方へ沈み込んでいることが知られてい

る。 

また，東北地方における活断層の多くは南北方向の走向を

示す逆断層であり，この地域が東西方向に圧縮されているこ

ニ．地  震 

(イ) 概要 

基準地震動Ｓｓは，以下の方針により策定する。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や，敷地周辺におけ

る過去及び最近の地震発生状況等を考慮して，その発生様式

による地震の分類を行った上で，敷地に大きな影響を与える

と予想される地震（以下「検討用地震」という。）を選定し

た後，敷地での地震動評価を実施し，「敷地ごとに震源を特

定して策定する地震動」を評価する。 

次に，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施

しても，なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地

殻内地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの観

点から，「震源を特定せず策定する地震動」を評価する。 

そして，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及

び「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき，

基準地震動Ｓｓを策定する。 

最後に，策定された基準地震動Ｓｓの応答スペクトルがど

の程度の超過確率に相当するかを確認する。 

 

(ロ) 敷地周辺の地震発生状況 

施設が位置する東北地方から北海道地方では，海洋プレー

トである太平洋プレートが陸域に向かって近づき，日本海溝

から陸のプレートの下方へ沈み込んでいることが知られてい

る。 

また，東北地方における活断層の多くは南北方向の走向を

示す逆断層であり，この地域が東西方向に圧縮されているこ
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

とを示唆している(１)。 

東北地方から北海道地方では上記に対応するように地震が

発生しており，その発生様式等から「プレート間地震」，

「海洋プレート内地震」，「内陸地殻内地震」及び「日本海

東縁部の地震」の４種類に大別される。これらの地震のう

ち，敷地周辺ではプレート間地震の発生数が最も多く，ま

た，マグニチュード（以下「Ｍ」という。）７～８程度の大

地震も発生している。 

(１) 被害地震 

日本国内の地震被害に関する記録は古くからみられ，こ

れらを収集，編集したものとして，「増訂 大日本地震史

料(２)」，「日本地震史料(３)」，「新収 日本地震史料

(４)」，「日本の歴史地震史料(５)」等の地震史料がある。 

また，地震史料及び明治以降の地震観測記録を基に，主

な地震の震央位置，地震規模等を取りまとめた地震カタロ

グとして，「理科年表(６)」，「日本被害地震総覧(７)」，

「宇佐美カタログ（1979）(８)」，「宇津カタログ（1982）

(９)」，「気象庁地震カタログ(10)」，「地震活動総説(11)」

等がある。 

「日本被害地震総覧(７)」又は「気象庁地震カタログ(10)」

に記載されている被害地震のうち，敷地からの震央距離が

200km程度以内の被害地震の震央分布を添３－ニ第１図

(１)に示す。また，同図に示した被害地震の諸元を添３－

ニ第１表に示す。ここで，地震の規模及び震央位置は，

1884年以前の地震については「日本被害地震総覧(７)」によ

る値を，1885年以降1922年以前の地震については「宇津カ

とを示唆している(１)。 

東北地方から北海道地方では上記に対応するように地震が

発生しており，その発生様式等から「プレート間地震」，

「海洋プレート内地震」，「内陸地殻内地震」及び「日本海

東縁部の地震」の４種類に大別される。これらの地震のう

ち，敷地周辺ではプレート間地震の発生数が最も多く，ま

た，マグニチュード（以下「Ｍ」という。）７～８程度の大

地震も発生している。 

(１) 被害地震 

日本国内の地震被害に関する記録は古くからみられ，こ

れらを収集，編集したものとして，「増訂 大日本地震史

料(２)」，「日本地震史料(３)」，「新収 日本地震史料

(４)」，「日本の歴史地震史料(５)」等の地震史料がある。 

また，地震史料及び明治以降の地震観測記録を基に，主

な地震の震央位置，地震規模等を取りまとめた地震カタロ

グとして，「理科年表(６)」，「日本被害地震総覧(７)」，

「宇佐美カタログ（1979）(８)」，「宇津カタログ（1982）

(９)」，「気象庁地震カタログ(10)」，「地震活動総説(11)」

等がある。 

「日本被害地震総覧(７)」又は「気象庁地震カタログ(10)」

に記載されている被害地震のうち，敷地からの震央距離が

200km程度以内の被害地震の震央分布を添３－ニ第１図

(１)に示す。また，同図に示した被害地震の諸元を添３－

ニ第１表に示す。ここで，地震の規模及び震央位置は，

1884年以前の地震については「日本被害地震総覧(７)」によ

る値を，1885年以降1922年以前の地震については「宇津カ
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

タログ（1982）(９)」による値を，さらに1923年以降の地震

については「気象庁地震カタログ(10）」による値をそれぞ

れ用いている。 

プレート間地震に関しては，添３－ニ第１図(１)による

と，太平洋側の海域では，東経144°付近において1952年

十勝沖地震（Ｍ8.2）及び2003年十勝沖地震（Ｍ8.0）のよ

うにＭ８クラスの地震が発生している。また，青森県東方

沖から日本海溝付近にかけての海域においてはＭ７クラス

の地震が数多く発生しており，それらの中には，1968年十

勝沖地震（Ｍ7.9）や1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）の

ように近年青森県に大きな被害をもたらした地震も存在す

る(12)(13)。また，敷地から300km以上離れているが，国内の

既往最大のプレート間地震として，2011年東北地方太平洋

沖地震（モーメントマグニチュード（以下「ＭＷ」とい

う。）9.0）が発生している。2011年東北地方太平洋沖地

震の発生位置を添３－ニ第１図(２)に示す。 

海洋プレート内地震に関しては，添３－ニ第１図(１)に

よると，2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）のように

被害をもたらした地震が発生している。また，敷地から

300km以上離れているが，1933年昭和三陸地震（Ｍ8.1），

1993年釧路沖地震（Ｍ7.5），1994年北海道東方沖地震

（Ｍ8.2）及び2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）が発生して

いる。上記の敷地から300ｋｍ以上離れた位置で発生した

４地震の発生位置を添３－ニ第１図(２)に示す。 

内陸地殻内地震に関しては，陸域では，東経141°付近

よりも西側において，1766年津軽の地震（Ｍ７ 1/4）のよ

タログ（1982）(９)」による値を，さらに1923年以降の地震

については「気象庁地震カタログ(10）」による値をそれぞ

れ用いている。 

プレート間地震に関しては，添３－ニ第１図(１)による

と，太平洋側の海域では，東経144°付近において1952年

十勝沖地震（Ｍ8.2）及び2003年十勝沖地震（Ｍ8.0）のよ

うにＭ８クラスの地震が発生している。また，青森県東方

沖から日本海溝付近にかけての海域においてはＭ７クラス

の地震が数多く発生しており，それらの中には，1968年十

勝沖地震（Ｍ7.9）や1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）の

ように近年青森県に大きな被害をもたらした地震も存在す

る(12)(13)。また，敷地から300km以上離れているが，国内の

既往最大のプレート間地震として，2011年東北地方太平洋

沖地震（モーメントマグニチュード（以下「ＭＷ」とい

う。）9.0）が発生している。2011年東北地方太平洋沖地

震の発生位置を添３－ニ第１図(２)に示す。 

海洋プレート内地震に関しては，添３－ニ第１図(１)に

よると，2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）のように

被害をもたらした地震が発生している。また，敷地から

300km以上離れているが，1933年昭和三陸地震（Ｍ8.1），

1993年釧路沖地震（Ｍ7.5），1994年北海道東方沖地震

（Ｍ8.2）及び2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）が発生して

いる。上記の敷地から300ｋｍ以上離れた位置で発生した

４地震の発生位置を添３－ニ第１図(２)に示す。 

内陸地殻内地震に関しては，陸域では，東経141°付近

よりも西側において，1766年津軽の地震（Ｍ７ 1/4）のよ
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添付三（ニ.地震）－6 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

うにＭ７クラスの地震が発生しており，また，敷地から

200km以上離れているが，2008年岩手・宮城内陸地震（Ｍ

7.2）が発生している。一方，海域では，敷地周辺におい

て，敷地の東側で発生した1978年青森県東岸の２地震（共

にＭ5.8）以外に被害地震は発生していない。 

日本海東縁部の地震に関しては，日本海側の海域で，

1983年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海道南西沖

地震（Ｍ7.8）のようにＭ７を上回る地震が発生してい

る。 

(２) 被害地震の調査 

地震によって建物等に被害が発生するのは震度５弱

（1996年以前は震度Ⅴ）程度以上であるとされている(14)。 

「日本被害地震総覧(７)」に記載されている震度分布図及

び気象庁で公表されている震度分布図によると，敷地の震

度がⅤ程度であったと推定される地震は1763年１月陸奥八

戸の地震，1856年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震，

1968年十勝沖地震，1978年青森県東岸の２地震及び1994年

三陸はるか沖地震の６地震がある。 

また，添３－ニ第１表に示した被害地震について，震央

距離と地震規模及び敷地で想定される震度との関係を添３

－ニ第２図に示す。この図から，敷地での震度が不明な地

震について敷地に与えた影響度をみると，震度分布図によ

る上記６地震のほかに敷地で震度Ⅴと推定される地震は，

1763年３月11日陸奥八戸の地震及び1858年八戸・三戸の地

震の２地震がある。また，震度Ⅳの領域にあって震度Ⅴに

準ずる地震としては，1677年陸中の地震及び1902年三戸地

うにＭ７クラスの地震が発生しており，また，敷地から

200km以上離れているが，2008年岩手・宮城内陸地震（Ｍ

7.2）が発生している。一方，海域では，敷地周辺におい

て，敷地の東側で発生した1978年青森県東岸の２地震（共

にＭ5.8）以外に被害地震は発生していない。 

日本海東縁部の地震に関しては，日本海側の海域で，

1983年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海道南西沖

地震（Ｍ7.8）のようにＭ７を上回る地震が発生してい

る。 

(２) 被害地震の調査 

地震によって建物等に被害が発生するのは震度５弱

（1996年以前は震度Ⅴ）程度以上であるとされている(14)。 

「日本被害地震総覧(７)」に記載されている震度分布図及

び気象庁で公表されている震度分布図によると，敷地の震

度がⅤ程度であったと推定される地震は1763年１月陸奥八

戸の地震，1856年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震，

1968年十勝沖地震，1978年青森県東岸の２地震及び1994年

三陸はるか沖地震の６地震がある。 

また，添３－ニ第１表に示した被害地震について，震央

距離と地震規模及び敷地で想定される震度との関係を添３

－ニ第２図に示す。この図から，敷地での震度が不明な地

震について敷地に与えた影響度をみると，震度分布図によ

る上記６地震のほかに敷地で震度Ⅴと推定される地震は，

1763年３月11日陸奥八戸の地震及び1858年八戸・三戸の地

震の２地震がある。また，震度Ⅳの領域にあって震度Ⅴに

準ずる地震としては，1677年陸中の地震及び1902年三戸地
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

方の地震の２地震がある。 

(３) 被害地震の評価 

「(ロ)(２) 被害地震の調査」により，敷地での震度が

Ⅴ程度以上と推定される主な被害地震の地震発生様式を，

1884年以前の地震については津波の被害記録等より，ま

た，1885年以降の地震については，震源の位置，深さ等か

ら以下のとおり分類する。 

①プレート間地震 

・1677年陸中の地震（Ｍ7.4，震央距離77km） 

・1763年１月陸奥八戸の地震（Ｍ7.4，震央距離77km） 

・1763年３月陸奥八戸の地震（Ｍ７ 1/4，震央距離56km） 

・1856年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震 

（Ｍ7.5，震央距離98km） 

・1858年八戸・三戸の地震（Ｍ7.3，震央距離61km） 

・1902年三戸地方の地震（Ｍ7.0，震央距離51km） 

・1968年十勝沖地震（Ｍ7.9，震央距離191km） 

・1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6，震央距離213km） 

②内陸地殻内地震 

・1978年青森県東岸の地震（２地震） 

（共にＭ5.8，震央距離11km，10km） 

被害地震の調査により，青森県東方沖から日本海溝付近

にかけての海域で発生し，敷地周辺で最も規模が大きく，

大きな被害をもたらしたのは，1968年十勝沖地震（Ｍ

7.9）である。 

なお，地震調査委員会（2012）(17)では，1677年陸中の地

震（Ｍ7.4），1763年１月陸奥八戸の地震（Ｍ7.4），1856

方の地震の２地震がある。 

(３) 被害地震の評価 

「(ロ)(２) 被害地震の調査」により，敷地での震度が

Ⅴ程度以上と推定される主な被害地震の地震発生様式を，

1884年以前の地震については津波の被害記録等より，ま

た，1885年以降の地震については，震源の位置，深さ等か

ら以下のとおり分類する。 

①プレート間地震 

・1677年陸中の地震（Ｍ7.4，震央距離77km） 

・1763年１月陸奥八戸の地震（Ｍ7.4，震央距離77km） 

・1763年３月陸奥八戸の地震（Ｍ７ 1/4，震央距離56km） 

・1856年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震 

（Ｍ7.5，震央距離98km） 

・1858年八戸・三戸の地震（Ｍ7.3，震央距離61km） 

・1902年三戸地方の地震（Ｍ7.0，震央距離51km） 

・1968年十勝沖地震（Ｍ7.9，震央距離193km） 

・1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6，震央距離212km） 

②内陸地殻内地震 

・1978年青森県東岸の地震（２地震） 

（共にＭ5.8，震央距離11km，10km） 

被害地震の調査により，青森県東方沖から日本海溝付近

にかけての海域で発生し，敷地周辺で最も規模が大きく，

大きな被害をもたらしたのは，1968年十勝沖地震（Ｍ

7.9）である。 

なお，地震調査委員会（2012）(17)では，1677年陸中の地

震（Ｍ7.4），1763年１月陸奥八戸の地震（Ｍ7.4），1856

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（既許可ベースから距離を再計算） 

記載の適正化（既許可ベースから距離を再計算） 
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添付三（ニ.地震）－8 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震（Ｍ7.5）及び

1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）を三陸沖北部で発生したプレ

ート間大地震であったとしている。 

(４) 地震カタログ間の比較 

「(ロ)(１) 被害地震」において「日本被害地震総覧

(７)」，「宇津カタログ（1982）(９)」及び｢気象庁地震カタ

ログ(10)｣から抽出した被害地震と「理科年表(６)」及び「宇

佐美カタログ（1979）(８)」から抽出した被害地震のうち，

震央距離と地震規模及び敷地で想定される震度との関係か

ら敷地で震度Ⅴ程度以上となる被害地震で，地震規模及び

震央位置の記載に差異が認められる地震を添３－ニ第２表

に，その震央分布を添３－ニ第３図に，また，地震規模及

び震央位置の差異が敷地に与える影響度の差を添３－ニ第

４図に示す。 

添３－ニ第４図によれば，1677年陸中の地震について

は，「理科年表(６)」による諸元を用いると，他の資料の諸

元を用いるよりも敷地に与える影響を大きく評価すること

になる。1763年１月陸奥八戸の地震及び1763年３月陸奥八

戸の２地震については，「日本被害地震総覧(７)」及び「理

科年表(６)」による諸元を用いると，他の資料の諸元を用い

るよりも敷地に与える影響を大きく評価することになる。

1931年青森県南東沖の地震及び1945年八戸北東沖の２地震

については，「気象庁地震カタログ(10)」及び「理科年表

(６)」の諸元を用いるよりも「宇佐美カタログ（1979）(８)」

の諸元を用いる方が敷地に与える影響を大きく評価するこ

とになる。 

年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震（Ｍ7.5）及び

1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）を三陸沖北部で発生したプレ

ート間大地震であったとしている。 

(４) 地震カタログ間の比較 

「(ロ)(１) 被害地震」において「日本被害地震総覧

(７)」，「宇津カタログ（1982）(９)」及び｢気象庁地震カタ

ログ(10)｣から抽出した被害地震と「理科年表(６)」及び「宇

佐美カタログ（1979）(８)」から抽出した被害地震のうち，

震央距離と地震規模及び敷地で想定される震度との関係か

ら敷地で震度Ⅴ程度以上となる被害地震で，地震規模及び

震央位置の記載に差異が認められる地震を添３－ニ第２表

に，その震央分布を添３－ニ第３図に，また，地震規模及

び震央位置の差異が敷地に与える影響度の差を添３－ニ第

４図に示す。 

添３－ニ第４図によれば，1677年陸中の地震について

は，「理科年表(６)」による諸元を用いると，他の資料の諸

元を用いるよりも敷地に与える影響を大きく評価すること

になる。1763年１月陸奥八戸の地震及び1763年３月陸奥八

戸の２地震については，「日本被害地震総覧(７)」及び「理

科年表(６)」による諸元を用いると，他の資料の諸元を用い

るよりも敷地に与える影響を大きく評価することになる。

1931年青森県南東沖の地震及び1945年八戸北東沖の２地震

については，「気象庁地震カタログ(10)」及び「理科年表

(６)」の諸元を用いるよりも「宇佐美カタログ（1979）(８)」

の諸元を用いる方が敷地に与える影響を大きく評価するこ

とになる。 
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添付三（ニ.地震）－9 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

(５) 敷地周辺で発生したＭ５以上の中地震 

1923年から2015年７月までの間に敷地周辺で発生したＭ

5.0以上の中地震の震央分布を添３－ニ第５図に示す。 

また，敷地付近を横切る幅500kmの範囲に分布する震源

の鉛直分布を添３－ニ第６図に，太平洋プレートの沈み込

みの様子を深発地震面の等深線で表したものを添３－ニ第

７図に示す。 

これらの図によると，敷地を中心とする広範な地震活動

の特徴は以下のとおりである。 

①太平洋側の東経142°より東側の海域で地震が数多く発

生している。 

②太平洋側の海域で発生する地震は，陸域に近づくにつ

れてその震源が深くなっている。 

③日本海側では，1983年日本海中部地震及び1993年北海

道南西沖地震の本震及び余震活動がみられる。 

④敷地から100km以内では，1945年八戸北東沖の地震（Ｍ

7.1）以外にＭ７を超える地震は発生していない。 

(６) 敷地周辺で発生したＭ５以下の小・微小地震 

2012年から2015年７月までの間に敷地周辺で発生したＭ

5.0以下の小・微小地震のうち，震源深さが０～30km，30

～60km，60～100km及び100km以上の地震の震央分布を添３

－ニ第８図に，震源の鉛直分布を添３－ニ第９図に示す。

これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は

以下のとおりである。 

①深さが０～30kmの範囲では，多くの地震が海域のプレー

ト境界付近及び陸域の地殻内で発生している。 

(５) 敷地周辺で発生したＭ５以上の中地震 

1923年から2015年７月までの間に敷地周辺で発生したＭ

5.0以上の中地震の震央分布を添３－ニ第５図に示す。 

また，敷地付近を横切る幅500kmの範囲に分布する震源

の鉛直分布を添３－ニ第６図に，太平洋プレートの沈み込

みの様子を深発地震面の等深線で表したものを添３－ニ第

７図に示す。 

これらの図によると，敷地を中心とする広範な地震活動

の特徴は以下のとおりである。 

①太平洋側の東経142°より東側の海域で地震が数多く発

生している。 

②太平洋側の海域で発生する地震は，陸域に近づくにつ

れてその震源が深くなっている。 

③日本海側では，1983年日本海中部地震及び1993年北海

道南西沖地震の本震及び余震活動がみられる。 

④敷地から100km以内では，1945年八戸北東沖の地震（Ｍ

7.1）以外にＭ７を超える地震は発生していない。 

(６) 敷地周辺で発生したＭ５以下の小・微小地震 

2012年から2015年７月までの間に敷地周辺で発生したＭ

5.0以下の小・微小地震のうち，震源深さが０～30km，30

～60km，60～100km及び100km以上の地震の震央分布を添３

－ニ第８図に，震源の鉛直分布を添３－ニ第９図に示す。

これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は

以下のとおりである。 

①深さが０～30kmの範囲では，多くの地震が海域のプレー

ト境界付近及び陸域の地殻内で発生している。 
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

②深さが30～60kmの範囲では，多くの地震が海域のプレー

ト境界付近で発生しており，陸域における地震はほとん

どみられない。 

③深さが60km以上の範囲では，地震が太平洋プレートの沈

み込みに沿って発生しており，震源の鉛直分布には添３

－ニ第７図における二重深発地震面がみられる。これら

の地震は，陸域に近づくに従ってその震源が深くなり，

敷地周辺では震源深さが80km以上となっている。 

 

(ハ) 活断層の分布状況 

敷地から半径100km程度の範囲について，「ロ．地盤」及

び「［新編］日本の活断層 分布図と資料(18)」に記載されて

いる活断層の分布を添３－ニ第10図に示す。また，同図に示

した敷地周辺の主な活断層の諸元を添３－ニ第３表に示す。 

添３－ニ第10図によると，敷地から50km以内には，出戸西

方断層，横浜断層，上原子断層，七戸西方断層，Ｆ－ｃ断

層，Ｆ－ｄ断層等が存在する。また，敷地から50～100km程

度の範囲には，Ｆ－ａ断層，Ｆ－ｂ断層，青森湾西岸断層

帯，津軽山地西縁断層帯，折爪断層等が存在する。 

 

(ニ) 地震の分類 

「(ロ) 敷地周辺の地震発生状況」によると，敷地周辺で

発生する地震は，その発生様式等からプレート間地震，海洋

プレート内地震，内陸地殻内地震及び日本海東縁部の地震の

４種類に大別される。 

このことを踏まえ，敷地周辺において過去に発生した主な

②深さが30～60kmの範囲では，多くの地震が海域のプレー

ト境界付近で発生しており，陸域における地震はほとん

どみられない。 

③深さが60km以上の範囲では，地震が太平洋プレートの沈

み込みに沿って発生しており，震源の鉛直分布には添３

－ニ第７図における二重深発地震面がみられる。これら

の地震は，陸域に近づくに従ってその震源が深くなり，

敷地周辺では震源深さが80km以上となっている。 

 

(ハ) 活断層の分布状況 

敷地から半径100km程度の範囲について，「ロ．地盤」及

び「［新編］日本の活断層 分布図と資料(18)」に記載されて

いる活断層の分布を添３－ニ第10図に示す。また，同図に示

した敷地周辺の主な活断層の諸元を添３－ニ第３表に示す。 

添３－ニ第10図によると，敷地から50km以内には，出戸西

方断層，横浜断層，上原子断層，七戸西方断層，Ｆ－ｃ断

層，Ｆ－ｄ断層等が存在する。また，敷地から50～100km程

度の範囲には，Ｆ－ａ断層，Ｆ－ｂ断層，青森湾西岸断層

帯，津軽山地西縁断層帯，折爪断層等が存在する。 

 

(ニ) 地震の分類 

「(ロ) 敷地周辺の地震発生状況」によると，敷地周辺で

発生する地震は，その発生様式等からプレート間地震，海洋

プレート内地震，内陸地殻内地震及び日本海東縁部の地震の

４種類に大別される。 

このことを踏まえ，敷地周辺において過去に発生した主な
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－11 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

地震を以下のとおりに分類する。 

(１) プレート間地震 

岩手県沖から十勝沖にかけての海域においては，Ｍ７～

８程度のプレート間地震が繰り返し発生している(17)。プレ

ート間地震と考えられる主な被害地震は，「(ロ)(３) 被

害地震の評価」によると，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）等

がある。なお，敷地から震央距離が200km程度以遠の被害

地震としては，1952年十勝沖地震（Ｍ8.2），2003年十勝

沖地震（Ｍ8.0）及び2011年東北地方太平洋沖地震（ＭＷ

9.0）がある。 

近年の地震において，地震規模が最大のものは2011年東

北地方太平洋沖地震のＭＷ9.0であるが，敷地周辺に震度５

弱（1996年以前は震度Ⅴ）以上の揺れをもたらした地震

は，1968年十勝沖地震である。 

(２) 海洋プレート内地震 

東北地方から北海道にかけての海洋プレート内地震は，

海溝軸付近から陸側で発生する沈み込んだ海洋プレート内

の地震と，海溝軸付近ないしそのやや沖合で発生する沈み

込む海洋プレート内の地震の２種類に分けられる。沈み込

んだ海洋プレート内の地震の震源分布は二重深発地震面を

形成しており，東北地方では二重深発地震面上面の地震活

動が優勢とされ，北海道では二重深発地震面下面の地震活

動が優勢とされている(19)(20)(21)。 

「(ロ)(３) 被害地震の評価」によると，過去に敷地に

影響を及ぼした海洋プレート内地震の発生は認められない

が，東北地方から北海道にかけて発生した主な地震とし

地震を以下のとおりに分類する。 

(１) プレート間地震 

岩手県沖から十勝沖にかけての海域においては，Ｍ７～

８程度のプレート間地震が繰り返し発生している(17)。プレ

ート間地震と考えられる主な被害地震は，「(ロ)(３) 被

害地震の評価」によると，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）等

がある。なお，敷地から震央距離が200km程度以遠の被害

地震としては，1952年十勝沖地震（Ｍ8.2），2003年十勝

沖地震（Ｍ8.0）及び2011年東北地方太平洋沖地震（ＭＷ

9.0）がある。 

近年の地震において，地震規模が最大のものは2011年東

北地方太平洋沖地震のＭＷ9.0であるが，敷地周辺に震度５

弱（1996年以前は震度Ⅴ）以上の揺れをもたらした地震

は，1968年十勝沖地震である。 

(２) 海洋プレート内地震 

東北地方から北海道にかけての海洋プレート内地震は，

海溝軸付近から陸側で発生する沈み込んだ海洋プレート内

の地震と，海溝軸付近ないしそのやや沖合で発生する沈み

込む海洋プレート内の地震の２種類に分けられる。沈み込

んだ海洋プレート内の地震の震源分布は二重深発地震面を

形成しており，東北地方では二重深発地震面上面の地震活

動が優勢とされ，北海道では二重深発地震面下面の地震活

動が優勢とされている(19)(20)(21)。 

「(ロ)(３) 被害地震の評価」によると，過去に敷地に

影響を及ぼした海洋プレート内地震の発生は認められない

が，東北地方から北海道にかけて発生した主な地震とし
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添付三（ニ.地震）－12 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

て，1933年昭和三陸地震（Ｍ8.1），1993年釧路沖地震

（Ｍ7.5），1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2），2003年宮

城県沖の地震（Ｍ7.1），2008年岩手県沿岸北部の地震

（Ｍ6.8），2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）及び2011年三

陸沖の地震（Ｍ7.3）がある。このうち，1933年昭和三陸

地震は沈み込む海洋プレート内の地震であり，その他は沈

み込んだ海洋プレート内の地震である(22)。1993年釧路沖

地震及び2008年岩手県沿岸北部の地震は二重深発地震面下

面の地震，2003年宮城県沖の地震及び2011年宮城県沖の地

震は二重深発地震面上面の地震，1994年北海道東方沖地震

及び2011年三陸沖の地震は沈み込んだ海洋プレート内のや

や浅い地震である。 

なお，世界で過去に発生したＭＷ7.0以上の海洋プレート

内地震としては，1993年グアムの地震（ＭＷ7.7），2000年

スマトラの地震（ＭＷ7.8）等があげられる。これらのよう

な規模の大きな海洋プレート内地震や1994年北海道東方沖

地震（Ｍ8.2）は，海洋プレートに引張応力が作用し，島

弧に応力勾配が見られる地域若しくは島弧に圧縮応力が作

用する地域で発生している(28)。一方，敷地が属する東北地

方は，海洋プレート内の応力状態が中立で，島弧に圧縮応

力が作用している地域であり，大きな海洋プレート内地震

が発生している地域とは応力状態が異なる地域となってい

る。 

(３) 内陸地殻内地震 

敷地周辺の活断層と被害地震との位置関係を添３－ニ第

11図に，敷地周辺の活断層と小・微小地震との位置関係を

て，1933年昭和三陸地震（Ｍ8.1），1993年釧路沖地震

（Ｍ7.5），1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2），2003年宮

城県沖の地震（Ｍ7.1），2008年岩手県沿岸北部の地震

（Ｍ6.8），2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）及び2011年三

陸沖の地震（Ｍ7.3）がある。このうち，1933年昭和三陸

地震は沈み込む海洋プレート内の地震であり，その他は沈

み込んだ海洋プレート内の地震である(22)。1993年釧路沖地

震及び2008年岩手県沿岸北部の地震は二重深発地震面下面

の地震，2003年宮城県沖の地震及び2011年宮城県沖の地震

は二重深発地震面上面の地震，1994年北海道東方沖地震及

び2011年三陸沖の地震は沈み込んだ海洋プレート内のやや

浅い地震である。 

なお，世界で過去に発生したＭＷ7.0以上の海洋プレート

内地震としては，1993年グアムの地震（ＭＷ7.7），2000年

スマトラの地震（ＭＷ7.8）等があげられる。これらのよう

な規模の大きな海洋プレート内地震や1994年北海道東方沖

地震（Ｍ8.2）は，海洋プレートに引張応力が作用し，島

弧に応力勾配が見られる地域若しくは島弧に圧縮応力が作

用する地域で発生している(28)。一方，敷地が属する東北地

方は，海洋プレート内の応力状態が中立で，島弧に圧縮応

力が作用している地域であり，大きな海洋プレート内地震

が発生している地域とは応力状態が異なる地域となってい

る。 

(３) 内陸地殻内地震 

敷地周辺の活断層と被害地震との位置関係を添３－ニ第

11図に，敷地周辺の活断層と小・微小地震との位置関係を
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添付三（ニ.地震）－13 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

添３－ニ第12図に示す。 

東北地方においては，Ｍ７クラスの内陸地殻内地震が，

奥羽山脈付近から日本海にかけて発生している。 

敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち最も規模の大

きな地震は1766年津軽の地震（Ｍ７ 1/4）であり，これは

津軽山地西縁断層帯北部と関連付けられている(75)。本地震

による敷地周辺における揺れは，添３－ニ第13図に示すと

おり震度Ｖ程度とされている。一方，敷地近傍では，敷地

での震度がⅤ以上と推定される被害地震である1978年青森

県東岸の地震が発生しているが，本地震と活断層との関連

性は認められない。 

また，「(ハ) 活断層の分布状況」に示すとおり，敷地

から50km以内には出戸西方断層，横浜断層，上原子断層，

七戸西方断層，Ｆ－ｃ断層，Ｆ－ｄ断層等の活断層が存在

するが，これらの活断層と被害地震との対応は認められな

い。さらに，敷地近傍には小・微小地震の集中も認められ

ない。 

(４) 日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の比較的浅いところで発生した1983年日本

海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海道南西沖地震（Ｍ

7.8）により，敷地周辺において震度Ｖ程度以上の揺れが

認められていないことから，これら両地震は敷地に大きな

影響を及ぼすような地震ではない。 

  

(ホ) 敷地地盤の振動特性 

(１) 解放基盤表面の設定 

添３－ニ第12図に示す。 

東北地方においては，Ｍ７クラスの内陸地殻内地震が，

奥羽山脈付近から日本海にかけて発生している。 

敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち最も規模の大

きな地震は1766年津軽の地震（Ｍ７ 1/4）であり，これは

津軽山地西縁断層帯北部と関連付けられている(75)。本地震

による敷地周辺における揺れは，添３－ニ第13図に示すと

おり震度Ｖ程度とされている。一方，敷地近傍では，敷地

での震度がⅤ以上と推定される被害地震である1978年青森

県東岸の地震が発生しているが，本地震と活断層との関連

性は認められない。 

また，「(ハ) 活断層の分布状況」に示すとおり，敷地

から50km以内には出戸西方断層，横浜断層，上原子断層，

七戸西方断層，Ｆ－ｃ断層，Ｆ－ｄ断層等の活断層が存在

するが，これらの活断層と被害地震との対応は認められな

い。さらに，敷地近傍には小・微小地震の集中も認められ

ない。 

(４) 日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の比較的浅いところで発生した1983年日本

海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海道南西沖地震（Ｍ

7.8）により，敷地周辺において震度Ｖ程度以上の揺れが

認められていないことから，これら両地震は敷地に大きな

影響を及ぼすような地震ではない。 

 

(ホ) 敷地地盤の振動特性 

(１) 解放基盤表面の設定 
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－14 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

「ロ．（ニ）敷地内の地質・地質構造」に記載のとお

り，敷地内の地質は，新第三系中新統の鷹架層，新第三系

鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統

の高位段丘堆積層等が分布する。「ロ.地盤」の添３－ロ

（ニ）第12図に示すように，概ね標高30ｍ以深に鷹架層が

拡がっており，耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施

設は鷹架層に支持させることとしている。鷹架層中には，

敷地内の地質構造を大きく規制するｆ－１断層及びｆ－２

断層が認められ，ｆ－１断層の東側の地域では，主に鷹架

層下部層及び同層中部層が分布している。ｆ－１断層とｆ

－２断層とに挟まれた地域では，主に鷹架層下部層及び同

層中部層が分布している。ｆ－２断層の西側の地域では，

主に鷹架層中部層及び同層上部層が分布している。 

 

敷地内で実施したＰＳ検層の結果を添３－ニ第14図に示

す。敷地の地盤は，「ロ.地盤」の添３－ロ（ニ）第12図

に示すとおりｆ－１断層及びｆ－２断層を境に３つの領域

に区分されるが，添３－ニ第15図に示すように，いずれの

地盤においても標高－70ｍの位置においてＳ波速度が概ね

0.7km/s以上となる。 

また，屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構

造を添３－ニ第15図に示す。添３－ニ第15図及び「ロ.地

盤」の添３－ロ（ハ）第７図に示す反射法地震探査結果か

ら，敷地及び敷地周辺の地下の速度構造は，大局的に見て

水平成層かつ均質であると考えられる。 

上記の各種地質調査結果より，敷地の地盤は速度構造的

「ロ．（ニ）敷地内の地質・地質構造」に記載のとお

り，敷地内の地質は，新第三系中新統の鷹架層，新第三系

鮮新統の砂子又層下部層，第四系下部～中部更新統の六ヶ

所層，第四系中部更新統の高位段丘堆積層等が分布する。

「ロ.地  盤」の添３－ロ（ニ）第12図に示すように，

概ね標高30ｍ以深に鷹架層が拡がっており，耐震重要施設

等及び常設重大事故等対処施設は鷹架層に支持させること

としている。鷹架層中には，敷地内の地質構造を大きく規

制するｆ－１断層及びｆ－２断層が認められ，ｆ－１断層

の東側の領域では，主に鷹架層下部層及び同層中部層が分

布している。ｆ－１断層とｆ－２断層とに挟まれた領域で

は，主に鷹架層下部層及び同層中部層が分布している。ｆ

－２断層の西側の領域では，主に鷹架層中部層及び同層上

部層が分布している。 

敷地内で実施したＰＳ検層の結果を添３－ニ第14図に示

す。敷地の地盤は，「ロ.地  盤」の添３－ロ（ニ）第

12図に示すとおりｆ－１断層及びｆ－２断層を境に３つの

領域に区分されるが，添３－ニ第15図に示すように，いず

れの地盤においても標高－70ｍの位置においてＳ波速度が

概ね0.7km/s以上となる。 

また，添３－ニ第15図に示す屈折法地震探査結果及び

「ロ.地  盤」の添３－ロ（ハ）第７図に示す反射法地

震探査結果から，敷地及び敷地周辺の地下の速度構造は，

大局的に見て水平成層かつ均質であると考えられる。 

 

上記の各種地質調査結果より，敷地の地盤は速度構造的

 

 

  記載の適正化 

（砂子又上部層→六ヶ所層への名称変更） 
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図の修正：軽油貯槽の増設を反映 
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添付三（ニ.地震）－15 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

に特異性を有する地盤ではないと考えられる。解放基盤表

面については，敷地地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平

で相当な拡がりを有し，著しい風化を受けていない岩盤で

ある鷹架層において，Ｓ波速度が概ね0.7km/s以上となる

標高－70ｍの位置に設定した。 

なお，解放基盤表面以浅については，地盤の違いに応じ

てｆ－１断層の東側の領域を「東側地盤」，ｆ－２断層の

西側の領域を「西側地盤」，ｆ－１断層及びｆ－２断層に

はさまれた領域を「中央地盤」として，取り扱うこととし

ている。 

(２) 地震観測記録 

敷地地盤における地震観測は，敷地内の地盤の違いに応

じて添３－ニ第16図に示す３ヶ所で実施している。 

地震観測記録の評価に当たっては，地震観測記録から解

放基盤表面以浅の地盤の影響を取り除くために，はぎとり

地盤モデルを用いている。はぎとり地盤モデルの作成に当

たっては，敷地内の各地震観測点における鉛直アレー観測

による地震観測記録から求めた深度方向の伝達関数を目的

関数として，層厚，Ｓ波速度及び減衰定数を同定してい

る。はぎとり解析に用いた「中央地盤」，「東側地盤」及

び「西側地盤」のはぎとり地盤モデルを添３－ニ第４表に

示す。作成したはぎとり地盤モデルによる伝達関数と，地

震観測記録に基づく伝達関数の比較を添３－ニ第17図に示

す。両者はよく整合する結果となっており，はぎとり地盤

モデルは地盤の振動特性を表現できるものとなっている。 

各地盤のはぎとり地盤モデルを用いて，2011年東北地方

に特異性を有する地盤ではないと考えられる。解放基盤表

面については，敷地地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平

で相当な拡がりを有し，著しい風化を受けていない岩盤で

ある鷹架層において，Ｓ波速度が概ね0.7km/s以上となる

標高－70ｍの位置に設定した。 

なお，解放基盤表面以浅については，地盤の違いに応じ

てｆ－１断層の東側の領域を「東側地盤」，ｆ－２断層の

西側の領域を「西側地盤」，ｆ－１断層及びｆ－２断層に

挟まれた領域を「中央地盤」として，取り扱うこととして

いる。 

(２) 地震観測記録 

敷地地盤における地震観測は，敷地内の地盤の違いに応

じて添３－ニ第16図に示す３ヶ所で実施している。 

地震観測記録の評価に当たっては，地震観測記録から解

放基盤表面以浅の地盤の影響を取り除くために，はぎとり

地盤モデルを用いている。はぎとり地盤モデルの作成に当

たっては，敷地内の各地震観測点における鉛直アレー観測

による地震観測記録から求めた深度方向の伝達関数を目的

関数として，層厚，Ｓ波速度及び減衰定数を同定してい

る。はぎとり解析に用いた「中央地盤」，「東側地盤」及

び「西側地盤」のはぎとり地盤モデルを添３－ニ第４表に

示す。作成したはぎとり地盤モデルによる伝達関数と，地

震観測記録に基づく伝達関数の比較を添３－ニ第17図に示

す。両者はよく整合する結果となっており，はぎとり地盤

モデルは地盤の振動特性を表現できるものとなっている。 

各地盤のはぎとり地盤モデルを用いて，2011年東北地方

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

  図の修正（砂子又層→六ヶ所層） 
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添付三（ニ.地震）－16 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

太平洋沖地震の解放基盤表面におけるはぎとり波を評価し

た結果を添３－ニ第18図に示す。その地震動レベルは各地

盤でほぼ等しいものとなっている。 

また，敷地内において，地下構造の推定のために微動ア

レー観測を行っており，添３－ニ第19図に示すとおり，各

地震観測点位置を中心にアレー観測点を設定している。上

記３ヶ所の地震観測点位置における微動アレー観測結果か

ら推定した各地震観測点直下のＳ波速度構造及び地震基盤

～解放基盤表面間の増幅比の比較を添３－ニ第20図に示

す。地震基盤～解放基盤表面間における増幅比は地盤間で

差はない。 

以上の検討結果より，地震観測記録の検討には代表地盤

観測点の観測記録を用いることとした。 

代表地盤観測点で得られた地震観測記録の中から，添３

－ニ第５表に示す地震について応答スペクトル解析を行っ

た。これらの地震の震央分布を添３－ニ第21図に示す。こ

れらの地震について，その発生様式ごとに分類を行い，解

放基盤表面（標高－70ｍ）で得られた観測記録の応答スペ

クトルを添３－ニ第22図に示す。また，発生様式ごとの代

表的な地震について，それぞれ地盤の各深さで得られた観

測記録の応答スペクトルを添３－ニ第23図に示す。これら

の図によると，地震によらず解放基盤表面相当レベルまで

は，地盤中におけるピーク周期の遷移や，特定周期での特

異な増幅がないことが確認できる。 

次に，震央距離が300km以内の地震の解放基盤表面（標

高－70ｍ）で得られた観測記録を対象に，地震波の到来方

太平洋沖地震の解放基盤表面におけるはぎとり波を評価し

た結果を添３－ニ第18図に示す。その地震動レベルは各地

盤でほぼ等しいものとなっている。 

また，敷地内において，地下構造の推定のために微動ア

レー観測を行っており，添３－ニ第19図に示すとおり，各

地震観測点位置を中心にアレー観測点を設定している。上

記３ヶ所の地震観測点位置における微動アレー観測結果か

ら推定した各地震観測点直下のＳ波速度構造及び地震基盤

～解放基盤表面間の増幅比の比較を添３－ニ第20図に示

す。地震基盤～解放基盤表面間における増幅比は地盤間で

差はない。 

以上の検討結果より，地震観測記録の検討には代表地盤

観測点の観測記録を用いることとした。 

代表地盤観測点で得られた地震観測記録の中から，添３

－ニ第５表に示す地震について応答スペクトル解析を行っ

た。これらの地震の震央分布を添３－ニ第21図に示す。こ

れらの地震について，その発生様式ごとに分類を行い，解

放基盤表面（標高－70ｍ）で得られた観測記録の応答スペ

クトルを添３－ニ第22図に示す。また，発生様式ごとの代

表的な地震について，それぞれ地盤の各深さで得られた観

測記録の応答スペクトルを添３－ニ第23図に示す。これら

の図によると，地震によらず解放基盤表面相当レベルまで

は，地盤中におけるピーク周期の遷移や，特定周期での特

異な増幅がないことが確認できる。 

次に，震央距離が300km以内の地震の解放基盤表面（標

高－70ｍ）で得られた観測記録を対象に，地震波の到来方
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－17 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

向別の増幅特性に関して，敷地から東西南北の４方位に分

類して検討を行った。対象とした地震を添３－ニ第６表及

び添３－ニ第24図に示す。これらの地震観測記録について

検討を行った結果，添３－ニ第25図に示すとおり，敷地に

対する地震波の到来方向の違いによって増幅特性が異なる

ような傾向はみられなかった。 

(３) 深部地盤モデル 

断層モデルを用いた手法による地震動評価のうち，統計

的グリーン関数法(23)(24)による地震動評価に用いる深部地盤

モデルは，敷地における代表地盤観測点の地震観測記録に

基づき作成した。 

深部地盤モデルの作成では，代表地盤観測点の鉛直アレ

ー地震観測による地震観測記録から得られるＰ波部水平/

上下スペクトル振幅比，レシーバー関数及びコーダ部水平

/上下スペクトル振幅比を目的関数として，深部地盤モデ

ルの層厚，Ｓ波速度，Ｐ波速度及びＱ値を同定している

(25)。これらの物性のうち，Ｑ値については，小林ほか

（1999）(26)に基づき，振動数に依存しない内部減衰と振動

数に依存する散乱減衰を考慮した。深部地盤モデルに採用

する層厚，Ｓ波速度及びＰ波速度は同定によって得られた

値とし，Ｑ値は同定によって得られた値を下回らないよう

に全周期帯で一定の値とした。なお，地震基盤以深のＱ値

構造については，佐藤ほか（2002）(63）による東北地方の

海溝型地震の伝播経路のＱ値特性に基づき，Ｑ＝114ｆ0.92

と設定した。作成した深部地盤モデルを添３－ニ第７表に

示す。 

向別の増幅特性に関して，敷地から東西南北の４方位に分

類して検討を行った。対象とした地震を添３－ニ第６表及

び添３－ニ第24図に示す。これらの地震観測記録について

検討を行った結果，添３－ニ第25図に示すとおり，敷地に

対する地震波の到来方向の違いによって増幅特性が異なる

ような傾向はみられなかった。 

(３) 深部地盤モデル 

断層モデルを用いた手法による地震動評価のうち，統計

的グリーン関数法(23)(24)による地震動評価に用いる深部地盤

モデルは，敷地における代表地盤観測点の地震観測記録に

基づき作成した。 

深部地盤モデルの作成では，代表地盤観測点の鉛直アレ

ー地震観測による地震観測記録から得られるＰ波部水平/

上下スペクトル振幅比，レシーバー関数及びコーダ部水平

/上下スペクトル振幅比を目的関数として，深部地盤モデ

ルの層厚，Ｓ波速度，Ｐ波速度及びＱ値を同定している

(25)。これらの物性のうち，Ｑ値については，小林ほか

（1999）(26)に基づき，振動数に依存しない内部減衰と振動

数に依存する散乱減衰を考慮した。深部地盤モデルに採用

する層厚，Ｓ波速度及びＰ波速度は同定によって得られた

値とし，Ｑ値は同定によって得られた値を下回らないよう

に全周期帯で一定の値とした。なお，地震基盤以深のＱ値

構造については，佐藤ほか（2002）(63）による東北地方の

海溝型地震の伝播経路のＱ値特性に基づき，Ｑ＝114ｆ0.92

と設定した。作成した深部地盤モデルを添３－ニ第７表に

示す。 
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－18 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

深部地盤モデルについては，敷地の地震観測記録を用い

たスペクトルインバージョン法による検討及び経験的サイ

ト増幅特性の検討に加えて，敷地・敷地近傍の地質調査結

果等を用いて作成した３次元地下構造モデルによる検討に

より妥当性を検証した。 

スペクトルインバージョン法による検討では，岩田・入

倉（1986）(77)に基づき，敷地の観測記録及びＫ－ＮＥＴ等

の観測記録を用いてサイト増幅特性を抽出し，深部地盤モ

デルによる敷地の地震基盤から解放基盤表面の間の増幅特

性との比較を行った結果，同等のものとなっている（添３

－ニ第26図参照）。また，経験的サイト増幅特性の検討で

は，鶴来ほか（1997）(70)の手法を参考に，経験的サイト増

幅特性を算定し，深部地盤モデルによる増幅特性と比較を

行った結果，概ね同等若しくは深部地盤モデルによる増幅

率が若干大きくなっている（添３－ニ第27図参照）。 

一方，３次元地下構造モデルによる検討では，作成した

３次元地下構造モデルを用いて波形入力による増幅シミュ

レーションを行い，深部地盤モデルによる増幅特性との比

較を行った。３次元地下構造モデルは，敷地及び敷地近傍

で実施した反射法地震探査結果，屈折法地震探査結果，ボ

ーリングデータ等に基づく初期モデルに対して，微動アレ

ー観測結果，屈折法地震探査，ブーゲー異常，ＰＳ検層の

観測データ等を用いたジョイントインバージョン解析を行

うことで作成した。調査結果として得られた微動アレー観

測に基づく位相速度，屈折法地震探査の走時，ブーゲー異

常及びＰＳ検層による観測走時は，３次元地下構造モデル

深部地盤モデルについては，敷地の地震観測記録を用い

たスペクトルインバージョン法による検討及び経験的サイ

ト増幅特性の検討に加えて，敷地・敷地近傍の地質調査結

果等を用いて作成した３次元地下構造モデルによる検討に

より妥当性を検証した。 

スペクトルインバージョン法による検討では，岩田・入

倉（1986）(77)に基づき，敷地の観測記録及びK-NET等の観

測記録を用いてサイト増幅特性を抽出し，深部地盤モデル

による敷地の地震基盤から解放基盤表面の間の増幅特性と

の比較を行った結果，同等のものとなっている（添３－ニ

第26図参照）。また，経験的サイト増幅特性の検討では，

鶴来ほか（1997）(70)の手法を参考に，経験的サイト増幅特

性を算定し，深部地盤モデルによる増幅特性と比較を行っ

た結果，概ね同等若しくは深部地盤モデルによる増幅率が

若干大きくなっている（添３－ニ第27図参照）。 

一方，３次元地下構造モデルによる検討では，作成した

３次元地下構造モデルを用いて波形入力による増幅シミュ

レーションを行い，深部地盤モデルによる増幅特性との比

較を行った。３次元地下構造モデルは，敷地及び敷地近傍

で実施した反射法地震探査結果，屈折法地震探査結果，ボ

ーリングデータ等に基づく初期モデルに対して，微動アレ

ー観測結果，屈折法地震探査，ブーゲー異常，ＰＳ検層の

観測データ等を用いたジョイントインバージョン解析を行

うことで作成した。調査結果として得られた微動アレー観

測に基づく位相速度，屈折法地震探査の走時，ブーゲー異

常及びＰＳ検層による観測走時は，３次元地下構造モデル
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添付三（ニ.地震）－19 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

による再現結果と整合するものとなっている。３次元地下

構造モデルと深部地盤モデルのそれぞれに対してパルス波

を入力し，得られた解放基盤表面位置における最大振幅値

の比を分布図で表した結果，深部地盤モデルを明確に上回

るような増幅特性は，敷地内では見られない（添３－ニ第

28図参照）。 

以上の検討より，深部地盤モデルの妥当性を確認した。 

  

(ヘ) 基準地震動Ss 

基準地震動Ssは，「敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について，解

放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそ

れぞれ策定する。 

(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

① 検討用地震の選定 

「（ニ） 地震の分類」に基づき，地震発生様式等によ

り分類した地震ごとに敷地に顕著な影響を及ぼすと予想さ

れる検討用地震を選定する。 

ａ．プレート間地震 

青森県東方の沖合では，プレート間地震が過去に繰り

返し発生しており，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）は敷地に

最も影響を及ぼした地震である。地震調査委員会

（2004）(27)は，既往の研究成果を基に1968年十勝沖地震

の震源域に発生する地震を｢三陸沖北部の地震（ＭＷ

8.3）｣として震源モデルを設定している。したがって，

地震調査委員会（2004）(27)による「三陸沖北部の地震

による再現結果と整合するものとなっている。３次元地下

構造モデルと深部地盤モデルのそれぞれに対してパルス波

を入力し，得られた解放基盤表面位置における最大振幅値

の比を分布図で表した結果，深部地盤モデルを明確に上回

るような増幅特性は，敷地内では見られない（添３－ニ第

28図参照）。 

以上の検討より，深部地盤モデルの妥当性を確認した。 

 

(ヘ) 基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓは，「敷地ごとに震源を特定して策定する

地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について，

解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動として

それぞれ策定する。 

(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

① 検討用地震の選定 

「（ニ） 地震の分類」に基づき，地震発生様式等によ

り分類した地震ごとに敷地に顕著な影響を及ぼすと予想さ

れる検討用地震を選定する。 

ａ．プレート間地震 

青森県東方の沖合では，プレート間地震が過去に繰り

返し発生しており，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）は敷地に

最も影響を及ぼした地震である。地震調査委員会

（2004）(27)は，既往の研究成果を基に1968年十勝沖地震

の震源域に発生する地震を｢三陸沖北部の地震（ＭＷ

8.3）｣として震源モデルを設定している。したがって，

地震調査委員会（2004）(27)による「三陸沖北部の地震
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補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

（ＭＷ8.3）」（以下「想定三陸沖北部の地震」とい

う。）をプレート間地震の検討用地震の選定に当たって

考慮する。 

2011年東北地方太平洋沖地震（ＭＷ9.0）は，三陸沖南

部海溝寄り，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの一部，

三陸沖中部，宮城県沖，福島県沖及び茨城県沖の領域を

震源域とする地震であり，敷地に対する影響は小さかっ

たものの，同地震の知見を踏まえ同規模の地震が敷地前

面で発生するとして，「2011年東北地方太平洋沖地震を

踏まえた地震」をプレート間地震の検討用地震の選定に

当たって考慮する。震源領域としては，敷地前面の三陸

沖北部の領域を含むように，「三陸沖北部～宮城県沖の

連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」のそれぞれの

場合について考慮する。 

また，地震調査委員会（2017）（87）は，17世紀に北海

道東部に大きな津波をもたらした地震が発生したとされ

ることから，千島海溝沿いで発生する，北海道東部に巨

大な津波をもたらす地震を「超巨大地震（17世紀型）」

とし，地震規模はＭ8.8程度以上としている。したがっ

て，十勝沖から択捉島沖を震源領域としたＭ8.8程度以上

の「超巨大地震（17世紀型）」を検討用地震の選定に当

たって考慮する。 

「想定三陸沖北部の地震」と「2011年東北地方太平洋

沖地震を踏まえた地震」の震源パラメータの比較を添３

－ニ第８表に，想定する断層面の位置を添３－ニ第29図

に示す。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

（ＭＷ8.3）」（以下「想定三陸沖北部の地震」とい

う。）をプレート間地震の検討用地震の選定に当たって

考慮する。 

2011年東北地方太平洋沖地震（ＭＷ9.0）は，三陸沖南

部海溝寄り，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの一部，

三陸沖中部，宮城県沖，福島県沖及び茨城県沖の領域を

震源域とする地震であり，敷地に対する影響は小さかっ

たものの，同地震の知見を踏まえ同規模の地震が敷地前

面で発生するとして，「2011年東北地方太平洋沖地震を

踏まえた地震」をプレート間地震の検討用地震の選定に

当たって考慮する。震源領域としては，敷地前面の三陸

沖北部の領域を含むように，「三陸沖北部～宮城県沖の

連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」のそれぞれの

場合について考慮する。 

また，地震調査委員会（2017）（87）は，17世紀に北海

道東部に大きな津波をもたらした地震が発生したとされ

ることから，千島海溝沿いで発生する，北海道東部に巨

大な津波をもたらす地震を「超巨大地震（17世紀型）」

とし，地震規模はＭ8.8程度以上としている。したがっ

て，十勝沖から択捉島沖を震源領域としたＭ8.8程度以上

の「超巨大地震（17世紀型）」を検討用地震の選定に当

たって考慮する。 

「想定三陸沖北部の地震」と「2011年東北地方太平洋

沖地震を踏まえた地震」の震源パラメータの比較を添３

－ニ第８表に，想定する断層面の位置を添３－ニ第29図

に示す。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地
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添付三（ニ.地震）－21 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

震」は，設定した断層モデルにおいて敷地前面の三陸沖

北部の領域を含めてモデル化しており，「想定三陸沖北

部の地震」より地震規模が大きく，直近の強震動生成域

（以下「SMGA」という。）は「想定三陸沖北部の地震」

の直近のSMGAの短周期レベルを上回っており，さらに，

「想定三陸沖北部の地震」の断層面全体の短周期レベル

の値とほぼ等しい値となっている。さらに，直近のSMGA

と敷地との距離についても「2011年東北地方太平洋沖地

震を踏まえた地震」の方が近い。したがって，敷地に対

する影響は，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた

地震」の方が「想定三陸沖北部の地震」を上回ると考え

られる。 

一方，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震

（三陸沖北部～根室沖の連動）」の断層面図と「超巨大

地震（17世紀型）」の評価対象領域を添３－ニ第30図に

示す。「超巨大地震（17世紀型）」は十勝沖から択捉島

沖を震源領域としたＭ8.8程度以上の超巨大地震とされる

が，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」が

ＭＷ9.0の規模を考慮した上で，敷地に最も近い三陸沖北

部の領域を震源領域に設定していること，そして，「超

巨大地震（17世紀型）」の震源領域は千島海溝の北東側

に延びて敷地から遠くなることから，「2011年東北地方

太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大

きいと考えられる。 

以上のことから，敷地への影響については，「2011年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」が最も大きいと

震」は，設定した断層モデルにおいて敷地前面の三陸沖

北部の領域を含めてモデル化しており，「想定三陸沖北

部の地震」より地震規模が大きく，直近の強震動生成域

（以下「SMGA」という。）は「想定三陸沖北部の地震」

の直近のSMGAの短周期レベルを上回っており，さらに，

「想定三陸沖北部の地震」の断層面全体の短周期レベル

の値とほぼ等しい値となっている。さらに，直近のSMGA

と敷地との距離についても「2011年東北地方太平洋沖地

震を踏まえた地震」の方が近い。したがって，敷地に対

する影響は，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた

地震」の方が「想定三陸沖北部の地震」を上回ると考え

られる。 

一方，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震

（三陸沖北部～根室沖の連動）」の断層面図と「超巨大

地震（17世紀型）」の評価対象領域を添３－ニ第30図に

示す。「超巨大地震（17世紀型）」は十勝沖から択捉島

沖を震源領域としたＭ8.8程度以上の超巨大地震とされる

が，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」が

ＭＷ9.0の規模を考慮した上で，敷地に最も近い三陸沖北

部の領域を震源領域に設定していること，そして，「超

巨大地震（17世紀型）」の震源領域は千島海溝の北東側

に延びて敷地から遠くなることから，「2011年東北地方

太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大

きいと考えられる。 

以上のことから，敷地への影響については，「2011年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」が最も大きいと
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添付三（ニ.地震）－22 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

考えられ，プレート間地震の検討用地震として「2011年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」を選定する。検

討用地震として選定した「2011年東北地方太平洋沖地震

を踏まえた地震」の断層面の位置を添３－ニ第31図に示

す。 

 

 

 

 

 

ｂ．海洋プレート内地震 

敷地周辺で考慮する海洋プレート内地震については，

地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性が認めら

れる地域で過去に発生した地震を考慮した上で，敷地周

辺の適切な位置に震源を考慮する。 

三陸沖北部の領域に隣接する北海道の千島海溝沿いに

おいては，二重深発地震面下面の地震の活動が優勢であ

るのに対し，敷地を含む東北地方の日本海溝沿いは，二

重深発地震面上面の地震の活動が優勢であるという特徴

を有する(20)(21)。北海道の千島海溝沿いにおいては，過去

に二重深発地震面下面の地震として，1994年北海道東方

沖地震（Ｍ8.2）が発生しているのに対し，過去に東北地

方で発生した二重深発地震面における大規模な地震は，

2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び2011年宮城県沖の地

震（Ｍ7.2）といった二重深発地震面上面の地震であり，

Ｍ７クラスに達する二重深発地震面下面の被害地震は知

考えられ，プレート間地震の検討用地震として「2011年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」を選定する。検

討用地震として選定した「2011年東北地方太平洋沖地震

を踏まえた地震」の断層面の位置を添３－ニ第31図に示

す。 

なお，敷地前面のプレート間地震については地震調査

委員会（2019）(88)の知見があるが，ＭＷ9.0の規模を考慮

した上で敷地に最も近い三陸沖北部の領域に震源領域を

設定している「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた

地震」の方が，敷地への影響が大きいと評価した。 

ｂ．海洋プレート内地震 

敷地周辺で考慮する海洋プレート内地震については，

地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性が認めら

れる地域で過去に発生した地震を考慮した上で，敷地周

辺の適切な位置に震源を考慮する。 

三陸沖北部の領域に隣接する北海道の千島海溝沿いに

おいては，二重深発地震面下面の地震の活動が優勢であ

るのに対し，敷地を含む東北地方の日本海溝沿いは，二

重深発地震面上面の地震の活動が優勢であるという特徴

を有する(20)(21)。北海道の千島海溝沿いにおいては，過去

に二重深発地震面下面の地震として，1994年北海道東方

沖地震（Ｍ8.2）が発生しているのに対し，過去に東北地

方で発生した二重深発地震面における大規模な地震は，

2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び2011年宮城県沖の地

震（Ｍ7.2）といった二重深発地震面上面の地震であり，

Ｍ７クラスに達する二重深発地震面下面の被害地震は知

 

 

 

 

 

 

 

  記載の充実 

  （新知見に関する記載の追加， 

コメントNo.3，15） 
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添付三（ニ.地震）－23 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

られていない。 

北海道東部について，Kita et al．（2010）(21)はDown 

dip extension型（DE型）の地震発生層が厚いとしてお

り，Seno and Yoshida（2004）(28)は浅く大きな海洋プレ

ート内地震が発生する傾向があるとしている。一方，敷

地を含む東北地方については，Kita et al．（2010）(21)

はDown dip Compression型（DC型）の地震発生層が厚い

としており，Seno and Yoshida（2004）(28)は浅く大きな

海洋プレート内地震が知られていない地域としている。

以上のことから，北海道東部と東北地方は異なるテクト

ニクスとなっていると考えられるため，千島海溝沿いで

発生した1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）は検討用地震

の選定に当たって考慮しない。 

以上より，過去に東北地方で発生した海洋プレート内

地震を，タイプ別に二重深発地震面上面の地震，二重深

発地震面下面の地震及び沖合の浅い地震に分類した上

で，敷地に対して影響の大きい地震の抽出を行い，検討

用地震を選定する。影響の大きい地震の抽出に当たり，

地震規模には，各分類の領域で発生した最大の地震規模

を考慮することとし，その設定位置は，地震のタイプご

との発生位置に応じて敷地との距離が最小となる位置と

する。 

二重深発地震面上面の地震については，2011年宮城県

沖の地震（Ｍ7.2），二重深発地震面下面の地震について

は，2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），沖合の浅い

地震については，2011年三陸沖の地震（Ｍ7.3）をそれぞ

られていない。 

北海道東部について，Kita et al．（2010）(21)はDown 

dip extension型（DE型）の地震発生層が厚いとしてお

り，Seno and Yoshida（2004）(28)は浅く大きな海洋プレ

ート内地震が発生する傾向があるとしている。一方，敷

地を含む東北地方については，Kita et al．（2010）(21)

はDown dip Compression型（DC型）の地震発生層が厚い

としており，Seno and Yoshida（2004）(28)は浅く大きな

海洋プレート内地震が知られていない地域としている。

以上のことから，北海道東部と東北地方は異なるテクト

ニクスとなっていると考えられるため，千島海溝沿いで

発生した1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）は検討用地震

の選定に当たって考慮しない。 

以上より，過去に東北地方で発生した海洋プレート内

地震を，タイプ別に二重深発地震面上面の地震，二重深

発地震面下面の地震及び沖合の浅い地震に分類した上

で，敷地に対して影響の大きい地震の抽出を行い，検討

用地震を選定する。影響の大きい地震の抽出に当たり，

地震規模には，各分類の領域で発生した最大の地震規模

を考慮することとし，その設定位置は，地震のタイプご

との発生位置に応じて敷地との距離が最小となる位置と

する。 

二重深発地震面上面の地震については，2011年宮城県

沖の地震（Ｍ7.2），二重深発地震面下面の地震について

は，2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），沖合の浅い

地震については，2011年三陸沖の地震（Ｍ7.3）をそれぞ
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添付三（ニ.地震）－24 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

れ考慮する。 

それぞれの地震について，解放基盤表面における地震

動の応答スペクトルを予測し，敷地の地盤特性等を反映

することが可能なNoda et al.（2002）(29)の方法に基づ

き地震動を評価し，敷地への影響を相対的に比較した結

果を添３－ニ第32図に示す。添３－ニ第32図より，敷地

との距離が最も近い二重深発地震面上面の地震が，敷地

に対する影響が最も大きい地震と考えられることから，

東北地方で最大規模の2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）と

同様の地震が敷地前面で発生することを考慮した二重深

発地震面上面の地震を「想定海洋プレート内地震」とし

て検討用地震に選定する。検討用地震として選定した

「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置を添３－ニ

第33図に示す。 

 

 

 

 

 

ｃ．内陸地殻内地震 

(ａ) 地震発生層の設定 

内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の

上端深さ及び下端深さについては，文献等に基づき以

下のとおり設定した。 

原子力安全基盤機構（2004）(31)によれば，敷地を含

む東北東部の領域では，添３－ニ第９表及び添３－ニ

れ考慮する。 

それぞれの地震について，解放基盤表面における地震

動の応答スペクトルを予測し，敷地の地盤特性等を反映

することが可能なNoda et al.（2002）(29)の方法に基づ

き地震動を評価し，敷地への影響を相対的に比較した結

果を添３－ニ第32図に示す。添３－ニ第32図より，敷地

との距離が最も近い二重深発地震面上面の地震が，敷地

に対する影響が最も大きい地震と考えられることから，

東北地方で最大規模の2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）と

同様の地震が敷地前面で発生することを考慮した二重深

発地震面上面の地震を「想定海洋プレート内地震」とし

て検討用地震に選定する。検討用地震として選定した

「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置を添３－ニ

第33図に示す。 

なお，敷地前面の海洋プレート内地震については地震

調査委員会（2019）(88)の知見があるが，同等の規模を考

慮した上で敷地との距離が最小となる位置に震源を設定

している「想定海洋プレート内地震」の方が，敷地への

影響が大きいと評価した。 

ｃ．内陸地殻内地震 

(ａ) 地震発生層の設定 

内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の

上端深さ及び下端深さについては，文献等に基づき以

下のとおり設定した。 

原子力安全基盤機構（2004）(31)によれば，敷地を含

む東北東部の領域では，添３－ニ第９表及び添３－ニ
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添付三（ニ.地震）－25 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

第34図に示すとおり，地震発生層上端に相当するＤ

10％は6.2km，地震発生層下端に相当するＤ90％は

13.8kmとなっている。 

また，敷地周辺の内陸地殻内で発生した小・微小地

震に対する上記と同様の検討によると，添３－ニ第10

表及び添３－ニ第35図に示すとおりＤ10％は8.2km，Ｄ

90％は15.3kmとなっている。 

長谷川ほか（2004）(32)によれば，東北日本の内陸地

殻内地震が発生する深さについては，およそ15km程度

以浅であり，それより深部の地殻は温度が高くなり，

急激な断層運動である地震としては変形せず，流動変

形が卓越するとされている。 

敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果を添

３－ニ第36図に示す。地震波トモグラフィ解析により

再決定された震源の深さの下限は概ね深さ15km程度と

なっているほか，それよりも深部ではＰ波速度が小さ

くなる傾向となっており，長谷川ほか（2004）(32)と整

合している。 

また，Tanaka and Ishikawa（2005）(33)によれば，微

小地震のＤ90％とキュリー点深度の間には相関がある

とされている。大久保（1984） (34)及びTanaka and 

Ishikawa（2005）(33)によれば，敷地周辺のキュリー点

深度は約15kmとなっており，敷地周辺の微小地震の発

生状況から推定されるＤ90％の値及び地震波トモグラ

フィ解析により再決定された震源の深さの下限と整合

している。 

第34図に示すとおり，地震発生層上端に相当するD10％

は6.2km，地震発生層下端に相当するD90％は13.8kmと

なっている。 

また，敷地周辺の内陸地殻内で発生した小・微小地

震に対する上記と同様の検討によると，添３－ニ第10

表及び添３－ニ第35図に示すとおりD10％は8.2km，

D90％は15.3kmとなっている。 

長谷川ほか（2004）(32)によれば，東北日本の内陸地

殻内地震が発生する深さについては，およそ15km程度

以浅であり，それより深部の地殻は温度が高くなり，

急激な断層運動である地震としては変形せず，流動変

形が卓越するとされている。 

敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果を添

３－ニ第36図に示す。地震波トモグラフィ解析により

再決定された震源の深さの下限は概ね深さ15km程度と

なっているほか，それよりも深部ではＰ波速度が小さ

くなる傾向となっており，長谷川ほか（2004）(32)と整

合している。 

また，Tanaka and Ishikawa（2005）(33)によれば，微

小地震のD90％とキュリー点深度の間には相関があると

されている。大久保（1984） (34) 及びTanaka and 

Ishikawa（2005）(33)によれば，敷地周辺のキュリー点

深度は約15kmとなっており，敷地周辺の微小地震の発

生状況から推定されるD90％の値及び地震波トモグラフ

ィ解析により再決定された震源の深さの下限と整合し

ている。 
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添付三（ニ.地震）－26 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

以上を踏まえ，内陸地殻内地震の地震動評価に用い

る地震発生層の上端深さを３km，下端深さを15kmと設

定した。 

(ｂ) 検討用地震として考慮する活断層 

敷地周辺の活断層による地震が敷地に及ぼす影響を

検討するために，添３－ニ第３表に示す主な敷地周辺

の活断層のうち，断層長さの短い出戸西方断層及びＦ

－ｄ断層を除く活断層から想定される地震のマグニチ

ュード(30)，震央距離及び敷地で想定される震度の関係

について添３－ニ第37図に示す。この図より，敷地に

影響を与えるおそれがあると考えられる地震として，

「折爪断層による地震」，「横浜断層による地震」及

び「上原子断層～七戸西方断層による地震」を選定す

る。 

一方，断層長さの短い出戸西方断層及びＦ－ｄ断層

については，震源断層が地震発生層の上端から下端ま

で拡がっているとし，同じ地震規模を考慮した場合，

敷地により近い「出戸西方断層による地震」の方が敷

地に与える影響が大きい地震となることから，敷地に

影響を与えるおそれがあると考えられる地震として

「出戸西方断層による地震」を選定する。 

敷地に影響を与えるおそれがあると考えられる地震

として選定した上記４地震の断層面の位置を添３－ニ

第38図に示す。上記４地震のうち，応答スペクトルに

基づく方法により，敷地への影響が相対的に大きい地

震を検討用地震として選定する。応答スペクトルに基

以上を踏まえ，内陸地殻内地震の地震動評価に用い

る地震発生層の上端深さを３km，下端深さを15kmと設

定した。 

(ｂ) 検討用地震として考慮する活断層 

敷地周辺の活断層による地震が敷地に及ぼす影響を

検討するために，添３－ニ第３表に示す主な敷地周辺

の活断層のうち，断層長さの短い出戸西方断層及びＦ

－ｄ断層を除く活断層から想定される地震のマグニチ

ュード(30)，震央距離及び敷地で想定される震度の関係

について添３－ニ第37図に示す。この図より，敷地に

影響を与えるおそれがあると考えられる地震として，

「折爪断層による地震」，「横浜断層による地震」及

び「上原子断層～七戸西方断層による地震」を選定す

る。 

一方，断層長さの短い出戸西方断層及びＦ－ｄ断層

については，震源断層が地震発生層の上端から下端ま

で拡がっているとし，同じ地震規模を考慮した場合，

敷地により近い「出戸西方断層による地震」の方が敷

地に与える影響が大きい地震となることから，敷地に

影響を与えるおそれがあると考えられる地震として

「出戸西方断層による地震」を選定する。 

敷地に影響を与えるおそれがあると考えられる地震

として選定した上記４地震の断層面の位置を添３－ニ

第38図に示す。上記４地震のうち，応答スペクトルに

基づく方法により，敷地への影響が相対的に大きい地

震を検討用地震として選定する。応答スペクトルに基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図の修正 

  （断層パラメータの設定についての記載の充

実） 
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添付三（ニ.地震）－27 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

づく方法は，海洋プレート内地震と同様にNoda et al.

（2002）(29)の方法を用いる。Noda et al.（2002）(29)

の方法に基づき地震動を評価した結果を添３－ニ第39

図に示す。この図より，検討用地震として「出戸西方

断層による地震」を選定する。 

ｄ．日本海東縁部の地震 

「(ニ)(４) 日本海東縁部の地震」のとおり，敷地に

大きな影響を及ぼすような地震はないことから，検討用

地震として選定しない。 

 

② 検討用地震の地震動評価 

「(ヘ)(１)① 検討用地震の選定」において選定した

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」，「想定

海洋プレート内地震」及び「出戸西方断層による地震」に

ついて，地震動評価を実施する。 

検討用地震の地震動評価においては，地震の発生様式に

応じた特性を考慮するとともに，「(ホ) 敷地地盤の振動

特性」に示した，敷地における地震観測記録等から得られ

る敷地地盤の振動特性を考慮する。検討用地震による地震

動は，「応答スペクトルに基づく方法」及び「断層モデル

を用いた手法」により評価する。 

「応答スペクトルに基づく方法」では，検討用地震の地

震規模，震源距離等から，適用条件及び適用範囲について

検討した上で，適切な評価式を用いる。 

「断層モデルを用いた手法」では，敷地において要素地

震として適切な地震の観測記録が得られている場合は経験

づく方法は，海洋プレート内地震と同様にNoda et al.

（2002）(29)の方法を用いる。Noda et al.（2002）(29)

の方法に基づき地震動を評価した結果を添３－ニ第39

図に示す。この図より，検討用地震として「出戸西方

断層による地震」を選定する。 

ｄ．日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の地震については，「(ニ)(４) 日本海

東縁部の地震」のとおり，敷地に大きな影響を及ぼすよ

うな地震はないことから，検討用地震として選定しな

い。 

② 検討用地震の地震動評価 

「(ヘ)(１)① 検討用地震の選定」において選定した

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」，「想定

海洋プレート内地震」及び「出戸西方断層による地震」に

ついて，地震動評価を実施する。 

検討用地震の地震動評価においては，地震の発生様式に

応じた特性を考慮するとともに，「(ホ) 敷地地盤の振動

特性」に示した，敷地における地震観測記録等から得られ

る敷地地盤の振動特性を考慮する。検討用地震による地震

動は，「応答スペクトルに基づく方法」及び「断層モデル

を用いた手法」により評価する。 

「応答スペクトルに基づく方法」では，検討用地震の地

震規模，震源距離等から，適用条件及び適用範囲について

検討した上で，適切な評価式を用いる。 

「断層モデルを用いた手法」では，敷地において要素地

震として適切な地震の観測記録が得られている場合は経験
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添付三（ニ.地震）－28 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

的グリーン関数法(35)(36)(37)を用い，得られていない場合は

統計的グリーン関数法(23)(24)(37)を用いる。 

ａ．プレート間地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

プレート間地震の検討用地震として選定した「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」について

は，地震調査委員会（2004）(27)及び諸井ほか（2013）

(38)に基づき震源モデルを設定した。 

断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部

の領域を含む領域の連動を考慮し，「三陸沖北部～宮

城県沖の連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」に

ついて，それぞれモデルを設定した。 

各領域におけるSMGAの位置については，モデル化す

る領域ごとに諸井ほか（2013）(38)と同様に，過去に発

生した地震(27)(38)(39)を参照して地域性を考慮した位置に

設定した。各領域のSMGAは，三陸沖北部の領域では

1968年十勝沖地震や1994年三陸はるか沖地震の発生位

置に，三陸沖中部以南の領域では地震調査委員会

（2012）(17)のセグメントごとに１つずつ，十勝沖の領

域では2003年十勝沖地震の発生位置に，根室沖の領域

では1973年根室半島沖地震の発生位置よりも領域内に

おいて敷地に近い位置にそれぞれ配置した。三陸沖中

部以南の領域での設定に当たっては，既往の地震観測

記録の再現に関する入倉（2012）(78)の知見を参照し

た。 

SMGAの面積は，諸井ほか（2013）(38)に基づき断層面

的グリーン関数法(35)(36)(37)を用い，得られていない場合は

統計的グリーン関数法(23)(24)(37)を用いる。 

ａ．プレート間地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

プレート間地震の検討用地震として選定した「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」について

は，地震調査委員会（2004）(27)及び諸井ほか（2013）

(38)に基づき震源モデルを設定した。 

断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部

の領域を含む領域の連動を考慮し，「三陸沖北部～宮

城県沖の連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」に

ついて，それぞれモデルを設定した。 

各領域におけるSMGAの位置については，モデル化す

る領域ごとに諸井ほか（2013）(38)と同様に，過去に発

生した地震(27)(38)(39)を参照して地域性を考慮した位置に

設定した。各領域のSMGAは，三陸沖北部の領域では

1968年十勝沖地震や1994年三陸はるか沖地震の発生位

置に，三陸沖中部以南の領域では地震調査委員会

（2012）(17)のセグメントごとに１つずつ，十勝沖の領

域では2003年十勝沖地震の発生位置に，根室沖の領域

では1973年根室半島沖地震の発生位置よりも領域内に

おいて敷地に近い位置にそれぞれ配置した。三陸沖中

部以南の領域での設定に当たっては，既往の地震観測

記録の再現に関する入倉（2012）(78)の知見を参照し

た。 

SMGAの面積は，諸井ほか（2013）(38)に基づき断層面
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添付三（ニ.地震）－29 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

積に対する面積比（以下「SMGA面積比」という。）が

12.5％となるよう設定した。 

SMGAの短周期レベルは，諸井ほか（2013）(38)に基づ

きSMGA面積比12.5％相当の地震モーメントと短周期レ

ベルの関係を基本としている。諸井ほか（2013）(38)に

基づくSMGA面積比12.5％相当の地震モーメントと短周

期レベルの関係は，2011年東北地方太平洋沖地震の短

周期レベルと整合することが確認されている佐藤

（2010）(86)のスケーリング則を上回っている（添３－

ニ第40図参照）。ここで，敷地に近く影響が大きい

SMGA１及びSMGA２の短周期レベルについては，1994年

三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）及び1978年宮城県沖地震

（Ｍ7.4）が諸井ほか（2013）(38)に基づくSMGA面積比

12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係を

それぞれ1.3倍及び1.4倍上回っていることから，割増

率として1.4倍を考慮した。一方，SMGA３～７について

は，敷地から遠く影響が小さいため，諸井ほか

（2013）(38)に基づくSMGA面積比12.5％相当の短周期レ

ベルに設定した。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 

基本モデルの検討ケース一覧を添３－ニ第11表に示

す。基本モデルの断層モデル及び断層パラメータを添

３－ニ第41図及び添３－ニ第12表に示す。また，断層

モデルのパラメータの設定フローを添３－ニ第42図に

示す。 

積に対する面積比（以下「SMGA面積比」という。）が

12.5％となるよう設定した。 

SMGAの短周期レベルは，諸井ほか（2013）(38)に基づ

きSMGA面積比12.5％相当の地震モーメントと短周期レ

ベルの関係を基本としている。諸井ほか（2013）(38)に

基づくSMGA面積比12.5％相当の地震モーメントと短周

期レベルの関係は，2011年東北地方太平洋沖地震の短

周期レベルと整合することが確認されている佐藤

（2010）(86)のスケーリング則を上回っている（添３－

ニ第40図参照）。ここで，敷地に近く影響が大きい

SMGA１及びSMGA２の短周期レベルについては，1994年

三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）及び1978年宮城県沖地震

（Ｍ7.4）が諸井ほか（2013）(38)に基づくSMGA面積比

12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係を

それぞれ1.3倍及び1.4倍上回っていることから，割増

率として1.4倍を考慮した。一方，SMGA３～７について

は，敷地から遠く影響が小さいため，諸井ほか

（2013）(38)に基づくSMGA面積比12.5％相当の短周期レ

ベルに設定した。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 

基本モデルの検討ケース一覧を添３－ニ第11表に示

す。基本モデルの断層モデル及び断層パラメータを添

３－ニ第41図及び添３－ニ第12表に示す。また，断層

モデルのパラメータの設定フローを添３－ニ第42図に

示す。 
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添付三（ニ.地震）－30 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

ここで，2011年東北地方太平洋沖地震については，

各種の震源モデルが提案されていることから，これら

と比較することで「2011年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」の基本モデルで設定したSMGA面積，短周

期レベル及びSMGA面積比の妥当性について確認する。

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基

本モデルと，田島ほか（2013）(80)が取りまとめた各種

震源モデルを比較した結果，基本モデルのSMGA面積，

短周期レベルは各種震源モデルを概ね上回る値となっ

ており，過小な設定とはなっていない（添３－ニ第13

表（ａ）参照）。また，諸井ほか（2013）(38)に示され

ているSMGA面積比を変えた場合のSMGAの短周期レベル

と，SMGA面積比を12.5%としている「2011年東北地方太

平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルのSMGAの短

周期レベルを比較した結果，敷地に近く影響が大きい

SMGA１及びSMGA２の短周期レベルは，諸井ほか 

（2013）(38)の検討におけるSMGAの短周期レベルの最大

値を上回っていることから，基本モデルのSMGA面積比

は過小な設定とはなっていない（添３－ニ第13表

（ｂ）参照）。 

 (ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の

不確かさとしては，基本モデルで既往最大の地震規模

を考慮していること及び1978年宮城県沖地震を踏まえ

短周期レベルを嵩上げしていることから，SMGAの位置

の不確かさのみ考慮することとし，敷地に最も近い

ここで，2011年東北地方太平洋沖地震については，

各種の震源モデルが提案されていることから，これら

と比較することで「2011年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」の基本モデルで設定したSMGA面積，短周

期レベル及びSMGA面積比の妥当性について確認する。

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基

本モデルと，田島ほか（2013）(80)が取りまとめた各種

震源モデルを比較した結果，基本モデルのSMGA面積，

短周期レベルは各種震源モデルを概ね上回る値となっ

ており，過小な設定とはなっていない（添３－ニ第13

表（ａ）参照）。また，諸井ほか（2013）(38)に示され

ているSMGA面積比を変えた場合のSMGAの短周期レベル

と，SMGA面積比を12.5%としている「2011年東北地方太

平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルのSMGAの短

周期レベルを比較した結果，敷地に近く影響が大きい

SMGA１及びSMGA２の短周期レベルは，諸井ほか

（2013）(38)の検討におけるSMGAの短周期レベルの最大

値を上回っていることから，基本モデルのSMGA面積比

は過小な設定とはなっていない（添３－ニ第13表

（ｂ）参照）。 

(ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の

不確かさとしては，基本モデルで既往最大の地震規模

を考慮していること及び1978年宮城県沖地震を踏まえ

短周期レベルを嵩上げしていることから，SMGAの位置

の不確かさのみ考慮することとし，敷地に最も近い
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添付三（ニ.地震）－31 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

SMGA１の位置を敷地直近（断層面西端）に移動させた

ケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，SMGAの位置を移動さ

せたケースについても，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第11表

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第43図及び添３－ニ第12表に示すよ

うに設定した。また，断層モデルのパラメータの設定

フローを添３－ニ第42図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

は，既往の距離減衰式に対して外挿になること，ま

た，敷地に対して断層面が大きく拡がっていることか

ら，距離減衰式による評価が困難であるため，断層モ

デルを用いた手法により地震動評価を行う。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では，敷

地において要素地震として利用可能な観測記録が得ら

れていることから，経験的グリーン関数法(35)(36)を用い

る。 

要素地震としては，各領域で発生した同様の震源メ

カニズムをもつ地震を用いることとし，三陸沖北部の

領域に対して2001年８月14日の地震（Ｍ6.4），三陸沖

中南部の領域に対して2015年５月13日の地震（Ｍ

6.8），宮城県沖の領域に対して2011年３月10日の地震

（Ｍ6.8），十勝沖の領域に対して2008年９月11日の地

SMGA１の位置を敷地直近（断層面西端）に移動させた

ケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，SMGAの位置を移動さ

せたケースについても，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第11表

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第43図及び添３－ニ第12表に示すよ

うに設定した。また，断層モデルのパラメータの設定

フローを添３－ニ第42図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

は，既往の距離減衰式に対して外挿になること，ま

た，敷地に対して断層面が大きく拡がっていることか

ら，距離減衰式による評価が困難であるため，断層モ

デルを用いた手法により地震動評価を行う。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では，敷

地において要素地震として利用可能な観測記録が得ら

れていることから，経験的グリーン関数法(35)(36)を用い

る。 

要素地震としては，各領域で発生した同様の震源メ

カニズムをもつ地震を用いることとし，三陸沖北部の

領域に対して2001年８月14日の地震（Ｍ6.4），三陸沖

中南部の領域に対して2015年５月13日の地震（Ｍ

6.8），宮城県沖の領域に対して2011年３月10日の地震

（Ｍ6.8），十勝沖の領域に対して2008年９月11日の地
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－32 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

震（Ｍ7.1），根室沖の領域に対して2004年11月29日の

地震（Ｍ7.1）の敷地における観測記録を用いる。各要

素地震の震源パラメータを添３－ニ第14表に，各要素

地震の震央位置及び観測記録の波形を添３－ニ第44図

に示す。 

基本モデル及び不確かさケースの断層モデルを用い

た地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第45図

に示す。 

ｂ．海洋プレート内地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

海洋プレート内地震の検討用地震として選定した

「想定海洋プレート内地震」については，地震調査委

員会（2016）(76)を基に基本モデルの断層モデル及び断

層パラメータを設定した。 

地震規模は，同一テクトニクス内の東北地方で発生

した二重深発地震面上面の地震の最大地震である，

2011年４月７日宮城県沖の地震と同規模（Ｍ7.2，ＭＷ

7.1）とした。 

短周期レベルは，地震調査委員会（2016）(76)による

海洋プレート内地震の標準的な短周期レベルを考慮し

設定した。 

断層面の位置は，敷地前面の沈み込む海洋プレート

と敷地との距離が最小となる位置の海洋性マントル内

に設定した(41)。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 

震（Ｍ7.1），根室沖の領域に対して2004年11月29日の

地震（Ｍ7.1）の敷地における観測記録を用いる。各要

素地震の震源パラメータを添３－ニ第14表に，各要素

地震の震央位置及び観測記録の波形を添３－ニ第44図

に示す。 

基本モデル及び不確かさケースの断層モデルを用い

た地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第45図

に示す。 

ｂ．海洋プレート内地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

海洋プレート内地震の検討用地震として選定した

「想定海洋プレート内地震」については，地震調査委

員会（2016）(76)を基に基本モデルの断層モデル及び断

層パラメータを設定した。 

地震規模は，同一テクトニクス内の東北地方で発生

した二重深発地震面上面の地震の最大地震である，

2011年４月７日宮城県沖の地震と同規模（Ｍ7.2，ＭＷ

7.1）とした。 

短周期レベルは，地震調査委員会（2016）(76)による

海洋プレート内地震の標準的な短周期レベルを考慮し

設定した。 

断層面の位置は，敷地前面の沈み込む海洋プレート

と敷地との距離が最小となる位置の海洋性マントル内

に設定した(41)。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 
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添付三（ニ.地震）－33 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

基本モデルの検討ケースを添３－ニ第15表に示す。

基本モデルの断層モデル及び断層パラメータは，添３

－ニ第46図及び添３－ニ第16表に示すように設定し

た。また，断層モデルのパラメータの設定フローを添

３－ニ第47図に示す。 

(ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「想定海洋プレート内地震」の不確かさとしては，

短周期レベル，断層位置及び地震規模を考慮する。 

短周期レベルの不確かさとしては，原田・釜江

（2011）(42)の知見を踏まえ，短周期レベルの値を地震

調査委員会（2016）(76)による値の1.5倍としたケースを

設定した。 

断層位置の不確かさとしては，断層面上端が海洋性

地殻の上端に位置するよう設定した上で，アスペリテ

ィを断層面の上端に配置したケースを設定した。 

地震規模の不確かさとしては， 2011年４月７日宮城

県沖の地震の地震規模を上回るＭＷ7.4としたケースを

設定した。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさ

ケースについて，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第15表

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第46図，添３－ニ第48図及び添３－

ニ第17表に示すように設定した。また，断層モデルの

パラメータの設定フローを添３－ニ第47図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

基本モデルの検討ケースを添３－ニ第15表に示す。

基本モデルの断層モデル及び断層パラメータは，添３

－ニ第46図及び添３－ニ第16表に示すように設定し

た。また，断層モデルのパラメータの設定フローを添

３－ニ第47図に示す。 

(ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「想定海洋プレート内地震」の不確かさとしては，

短周期レベル，断層位置及び地震規模を考慮する。 

短周期レベルの不確かさとしては，原田・釜江

（2011）(42)の知見を踏まえ，短周期レベルの値を地震

調査委員会（2016）(76)による値の1.5倍としたケースを

設定した。 

断層位置の不確かさとしては，断層面上端が海洋性

地殻の上端に位置するよう設定した上で，アスペリテ

ィを断層面の上端に配置したケースを設定した。 

地震規模の不確かさとしては，2011年４月７日宮城

県沖の地震の地震規模を上回るＭＷ7.4としたケースを

設定した。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさ

ケースについて，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第15表

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第46図，添３－ニ第48図及び添３－

ニ第17表に示すように設定した。また，断層モデルの

パラメータの設定フローを添３－ニ第47図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－34 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトルに基

づく地震動評価には，解放基盤表面の地震動として評

価できること，震源の拡がりが考慮できること，敷地

の地震観測記録を用いて諸特性が考慮できること，水

平方向及び鉛直方向の地震動が評価できることといっ

た特徴を有する評価手法であり，地震規模に対応する

震源距離が適用範囲にあることから，Noda et al.

（2002）(29)を用いた。 

敷地における海洋プレート内地震による観測記録の

応答スペクトルとNoda et al.（2002）(29)の方法に基づ

く応答スペクトルとの比を添３－ニ第49図に示す。観

測記録の応答スペクトルは，Noda et al.（2002）(29)に

基づく応答スペクトルに対して，２～３倍程度となっ

ている。「想定海洋プレート内地震」の応答スペクト

ルに基づく評価に当たっては，Noda et al.（2002）(29)

に基づく応答スペクトルに対し，全周期帯で３倍の補

正を行った。 

基本モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

に基づく地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ

第50図に示す。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「想定海洋プレート内地震」の断層モデルを用いた

手法による地震動評価では，適切な要素地震となる地

震観測記録が敷地で得られていないことから，統計的

グリーン関数法(23)(24)を用いる。統計的グリーン関数法

(23)(24)に用いる地下深部構造モデルについては，

「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトルに基

づく地震動評価には，解放基盤表面の地震動として評

価できること，震源の拡がりが考慮できること，敷地

の地震観測記録を用いて諸特性が考慮できること，水

平方向及び鉛直方向の地震動が評価できることといっ

た特徴を有する評価手法であり，地震規模に対応する

震源距離が適用範囲にあることから，Noda et al.

（2002）(29)を用いた。 

敷地における海洋プレート内地震による観測記録の

応答スペクトルとNoda et al.（2002）(29)の方法に基づ

く応答スペクトルとの比を添３－ニ第49図に示す。観

測記録の応答スペクトルは，Noda et al.（2002）(29)に

基づく応答スペクトルに対して，２～３倍程度となっ

ている。「想定海洋プレート内地震」の応答スペクト

ルに基づく評価に当たっては，Noda et al.（2002）(29)

に基づく応答スペクトルに対し，全周期帯で３倍の補

正を行った。 

基本モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

に基づく地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ

第50図に示す。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「想定海洋プレート内地震」の断層モデルを用いた

手法による地震動評価では，適切な要素地震となる地

震観測記録が敷地で得られていないことから，統計的

グリーン関数法(23)(24)を用いる。統計的グリーン関数法

(23)(24)に用いる地下深部構造モデルについては，
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添付三（ニ.地震）－35 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

「(ホ)(３) 深部地盤モデル」に示した深部地盤モデ

ルを用いる。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第51

図に示す。 

ｃ．内陸地殻内地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

内陸地殻内地震の検討用地震として選定した「出戸

西方断層による地震」については，孤立した短い断層

による地震として，震源断層が地表断層長さ以上に拡

がっていること及び震源断層が地震発生層の上端から

下端まで拡がっていることを考慮した上で，その地震

規模をＭＷ6.5とした。断層傾斜角は反射法地震探査結

果に基づき70度に設定し，断層幅は地震発生層厚さと

断層傾斜角を考慮し12.8kmとした。震源断層長さは，

地震規模がＭＷ6.5となるように，断層幅を考慮して

28.7kmとし，その地震モーメントは7.51×1018Ｎ･ｍと

なる。 

アスペリティの位置については，敷地への影響が大

きくなるように，アスペリティの南端を出戸西方断層

の南端に，また，アスペリティの上端を断層モデルの

上端に設定した。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 

基本モデルの検討ケースを添３－ニ第18表に示す。

基本モデルの断層モデル及び断層パラメータについて

「(ホ)(３) 深部地盤モデル」に示した深部地盤モデ

ルを用いる。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第51

図に示す。 

ｃ．内陸地殻内地震 

(ａ) 基本モデルの設定 

内陸地殻内地震の検討用地震として選定した「出戸

西方断層による地震」については，孤立した短い断層

による地震として，震源断層が地表断層長さ以上に拡

がっていること及び震源断層が地震発生層の上端から

下端まで拡がっていることを考慮した上で，その地震

規模をＭＷ6.5とした。断層傾斜角は反射法地震探査結

果に基づき70°に設定し，断層幅は地震発生層厚さと

断層傾斜角を考慮し12.8kmとした。震源断層長さは，

地震規模がＭＷ6.5となるように，断層幅を考慮して

28.7kmとし，その地震モーメントは7.51×1018Ｎ･ｍと

なる。 

アスペリティの位置については，敷地への影響が大

きくなるように，アスペリティの南端を出戸西方断層

の南端に，また，アスペリティの上端を断層モデルの

上端に設定した。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定し

た。 

基本モデルの検討ケースを添３－ニ第18表に示す。

基本モデルの断層モデル及び断層パラメータについて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  記載の適正化 
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添付三（ニ.地震）－36 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

は，地震調査委員会（2016）(76)に基づき，添３－ニ

第52図及び添３－ニ第19表に示すように設定した。ま

た，断層モデルのパラメータの設定フローを添３－ニ

第53図に示す。 

(ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「出戸西方断層による地震」の不確かさとしては，

短周期レベル及び断層傾斜角について考慮する。 

短周期レベルの不確かさケースについては，2007年

新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，基本モデルにおけ

る値の1.5倍の値を考慮した地震動評価を行う。 

出戸西方断層については，地質調査結果に基づき，

高角の逆断層であることが確認されているが，念のた

め，断層傾斜角の不確かさケースとして，断層傾斜角

を45度に設定した地震動評価を行う。 

出戸西方断層が敷地の極近傍に位置しており，基準

地震動Ssの策定に支配的な断層であることから，不確

かさの考え方が地震動評価結果に与える影響が非常に

大きいことを踏まえ，短周期の地震動レベルに影響す

る短周期レベルの不確かさと，長周期の地震動レベル

に影響する地震モーメントが大きくなる設定である断

層傾斜角の不確かさを重畳させたケースについても考

慮し，全周期帯での評価が保守的になるように地震動

評価を行う。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさ

ケースについて，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第18表

は，地震調査委員会（2016）(76)に基づき，添３－ニ第

52図及び添３－ニ第19表に示すように設定した。ま

た，断層モデルのパラメータの設定フローを添３－ニ

第53図に示す。 

(ｂ) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

「出戸西方断層による地震」の不確かさとしては，

短周期レベル及び断層傾斜角について考慮する。 

短周期レベルの不確かさケースについては，2007年

新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，基本モデルにおけ

る値の1.5倍の値を考慮した地震動評価を行う。 

出戸西方断層については，地質調査結果に基づき，

高角の逆断層であることが確認されているが，念のた

め，断層傾斜角の不確かさケースとして，断層傾斜角

を45°に設定した地震動評価を行う。 

出戸西方断層が敷地の極近傍に位置しており，基準

地震動Ｓｓの策定に支配的な断層であることから，不

確かさの考え方が地震動評価結果に与える影響が非常

に大きいことを踏まえ，短周期の地震動レベルに影響

する短周期レベルの不確かさと，長周期の地震動レベ

ルに影響する地震モーメントが大きくなる設定である

断層傾斜角の不確かさを重畳させたケースについても

考慮し，全周期帯での評価が保守的になるように地震

動評価を行う。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさ

ケースについて，複数の位置を設定した。 

不確かさケースの検討ケース一覧を添３－ニ第18表
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－37 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第52図，添３－ニ第54図及び添３－

ニ第20表に示すように設定した。また，断層モデルの

パラメータの設定フローを添３－ニ第53図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

出戸西方断層による地震による評価ケースの諸元

と，Noda et al.（2002）(29)の距離減衰式の作成及び適

用性検討に用いられている諸元を比較した結果，出戸

西方断層による地震については，Noda et al.（2002）

(29)にて定められている極近距離よりもさらに近距離の

地震となっていることから，Noda et al.（2002）(29)の

適用範囲外とした。 

応答スペクトルに基づく地震動評価を行う際には，

当該モデルの地震規模及び敷地との距離の関係を踏ま

え，国内外において提案されているNoda et al.

（2002）(29)以外の距離減衰式(45)～(53)による評価を行

う。評価に用いる距離減衰式を添３－ニ第21表に示

す。 

添３－ニ第55図に，基本モデル及び各不確かさケー

スの応答スペクトルに基づく地震動評価結果の応答ス

ペクトルを示す。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

出戸西方断層による地震の断層モデルを用いた手法

による地震動評価では，敷地において要素地震として

利用可能な観測記録が得られていることから経験的グ

リーン関数法(35)(36)を用いる。要素地震については，考

に示す。不確かさケースの断層モデル及び断層パラメ

ータは，添３－ニ第52図，添３－ニ第54図及び添３－

ニ第20表に示すように設定した。また，断層モデルの

パラメータの設定フローを添３－ニ第53図に示す。 

(ｃ) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

出戸西方断層による地震による評価ケースの諸元

と，Noda et al.（2002）(29)の距離減衰式の作成及び適

用性検討に用いられている諸元を比較した結果，出戸

西方断層による地震については，Noda et al.（2002）

(29)にて定められている極近距離よりもさらに近距離の

地震となっていることから，Noda et al.（2002）(29)の

適用範囲外とした。 

応答スペクトルに基づく地震動評価を行う際には，

当該モデルの地震規模及び敷地との距離の関係を踏ま

え，国内外において提案されているNoda et al.

（2002）(29)以外の距離減衰式(45)～(53)による評価を行

う。評価に用いる距離減衰式を添３－ニ第21表に示

す。 

添３－ニ第55図に，基本モデル及び各不確かさケー

スの応答スペクトルに基づく地震動評価結果の応答ス

ペクトルを示す。 

(ｄ) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

出戸西方断層による地震の断層モデルを用いた手法

による地震動評価では，敷地において要素地震として

利用可能な観測記録が得られていることから経験的グ

リーン関数法(35)(36)を用いる。要素地震については，考
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－38 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

慮する地震の断層面近傍の内陸地殻内で発生し，地質

調査結果と整合的な震源メカニズムをもつ出戸西方断

層近傍で発生した1999年９月13日の地震（Ｍ4.0）を用

いることとする。要素地震の諸元を添３－ニ第22表

に，要素地震の震央位置及び観測記録の波形を添３－

ニ第56図に示す。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第57

図に示す。 

(２) 震源を特定せず策定する地震動 

① 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，震

源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地

震を検討対象地震として選定し，それらの地震時に得られ

た震源近傍における観測記録を収集し，敷地の地盤物性を

加味した応答スペクトルを設定した。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺と

の地域差を検討するとともに，観測記録と添３－ニ第58図

に示す加藤ほか（2004）(54)の応答スペクトルとの大小関係

を考慮する。 

② 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻

内地震の震源近傍の観測記録の収集においては，以下の２

種類の地震を対象とする。 

・震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に拡がっている

ものの，地表地震断層としてその全容を表すまでに至

慮する地震の断層面近傍の内陸地殻内で発生し，地質

調査結果と整合的な震源メカニズムをもつ出戸西方断

層近傍で発生した1999年９月13日の地震（Ｍ4.0）を用

いることとする。要素地震の諸元を添３－ニ第22表

に，要素地震の震央位置及び観測記録の波形を添３－

ニ第56図に示す。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを添３－ニ第57

図に示す。 

(２) 震源を特定せず策定する地震動 

① 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，震

源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地

震を検討対象地震として選定し，それらの地震時に得られ

た震源近傍における観測記録を収集し，敷地の地盤物性を

加味した応答スペクトルを設定した。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺と

の地域差を検討するとともに，観測記録と添３－ニ第58図

に示す加藤ほか（2004）(54)の応答スペクトルとの大小関係

を考慮する。 

② 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻

内地震の震源近傍の観測記録の収集においては，以下の２

種類の地震を対象とする。 

・震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に拡がっている

ものの，地表地震断層としてその全容を現すまでに至
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－39 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

っていないＭＷ6.5以上の地震 

・断層破壊領域が地震発生層内部に留まり，国内におい

てどこでも発生すると考えられる地震で，震源の位置

も規模もわからない地震として地震学的検討から全国

共通で考慮すべきＭＷ6.5未満の地震 

検討対象地震を添３－ニ第23表に示す。 

ａ．ＭＷ6.5以上の地震 

添３－ニ第23表に示した検討対象地震のうち，ＭＷ6.5

以上の2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部

地震の震源域と敷地周辺との地域差を検討し，観測記録

収集対象の要否について検討を行う。 

(ａ) 2008年岩手・宮城内陸地震 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，新第三

紀以降の火山岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的

な褶曲構造が認められ，東西圧縮応力による逆断層に

より脊梁山脈を成長させている地域である。さらに，

火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われてお

り断層変位基準となる段丘面の分布が限られている。

また，産業技術総合研究所（2009）(55)によるひずみ集

中帯分布図によれば，震源近傍は，地質学的・測地学

的ひずみ集中帯の領域内にある。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘

面が広く分布していること，火山フロントの海溝側に

位置し顕著な火山噴出物が認められないこと，地質学

的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置しているこ

と等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしな

っていないＭＷ6.5以上の地震 

・断層破壊領域が地震発生層内部に留まり，国内におい

てどこでも発生すると考えられる地震で，震源の位置

も規模もわからない地震として地震学的検討から全国

共通で考慮すべきＭＷ6.5未満の地震 

検討対象地震を添３－ニ第23表に示す。 

ａ．ＭＷ6.5以上の地震 

添３－ニ第23表に示した検討対象地震のうち，ＭＷ6.5

以上の2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部

地震の震源域と敷地周辺との地域差を検討し，観測記録

収集対象の要否について検討を行う。 

(ａ) 2008年岩手・宮城内陸地震 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，新第三

紀以降の火山岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的

な褶曲構造が認められ，東西圧縮応力による逆断層に

より脊梁山脈を成長させている地域である。さらに，

火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われてお

り断層変位基準となる段丘面の分布が限られている。

また，産業技術総合研究所（2009）(55)によるひずみ集

中帯分布図によれば，震源近傍は，地質学的・測地学

的ひずみ集中帯の領域内にある。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘

面が広く分布していること，火山フロントの海溝側に

位置し顕著な火山噴出物が認められないこと，地質学

的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置しているこ

と等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしな
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がら，敷地周辺では震源域と同様に東西圧縮応力によ

る逆断層型の地震が発生していることや，褶曲構造の

分布が認められること等，一部で類似点も認められ

る。 

以上のことから，更なる安全性向上の観点から，よ

り保守的に2008年岩手・宮城内陸地震を観測記録収集

対象として選定する。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記

録を収集し，その地震動レベル及び地盤特性を評価し

た。その結果，地盤の非線形性や特異な増幅特性が無

く，基盤地震動を算定する地盤モデルについて，観測

記録の伝達関数を再現できることを確認した栗駒ダム 

（右岸地山） ，ＫｉＫ－ｎｅｔ金ヶ崎観測点，ＫｉＫ

－ｎｅｔ一関東観測点，ＫｉＫ－ｎｅｔ花巻南観測点

及びＫ－ＮＥＴ一関観測点の観測記録を信頼性の高い

基盤地震動が評価可能な観測記録として選定した。な

お，ＫｉＫ－ｎｅｔ一関東観測点については，鉛直方

向の観測記録の伝達関数を再現できていないことか

ら，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難と判断し，

水平方向のみ基盤地震動が適切に評価可能な観測記録

として選定した。 

 

 

 

 

 

がら，敷地周辺では震源域と同様に東西圧縮応力によ

る逆断層型の地震が発生していることや，火山岩類及

び堆積岩類が分布し，褶曲構造の分布が認められるこ

と等，一部で類似点も認められる。 

以上のことから，更なる安全性向上の観点から，よ

り保守的に2008年岩手・宮城内陸地震を観測記録収集

対象として選定する。 

地震観測記録の収集に当たっては，断層最短距離30

ｋｍ以内に位置するK-NET観測点及びKiK-net観測点の

地震観測記録に加えて，震源近傍に位置する荒砥沢ダ

ム及び栗駒ダムにおける地震観測記録を対象とし，18

地点の地震観測記録を収集した。 

収集した地震観測記録の応答スペクトルに対して，

加藤ほか（2004）(54)の応答スペクトルを上回る地震観

測記録はK-NET観測点５地点，KiK-net観測点５地点，

ダム２地点の合計12地点であり，このうち，K-NET観測

点については，AVS30（地表から深さ30ｍまでの平均Ｓ

波速度）が500ｍ/s以上の地震観測記録は１地点であっ

たことから，合計８地点の地震観測記録を抽出した。 

抽出した地震観測記録の分析・評価として，地盤応

答等による特異な影響の評価及び基盤地震動を算定す

るための地盤モデルの妥当性確認を実施した。その結

果，地盤の非線形性や特異な増幅特性が無く，基盤地

震動を算定する地盤モデルについて，観測記録の伝達

関数を再現できることを確認したK-NET一関観測点，

KiK-net花巻南観測点，KiK-net金ヶ崎観測点及び栗駒

 

  記載の充実（コメントNo.4） 
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選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動

として，栗駒ダム（右岸地山），ＫｉＫ－ｎｅｔ金ヶ

崎観測点及びＫｉＫ－ｎｅｔ一関東観測点（水平方向

のみ）を，震源を特定せず策定する地震動に考慮する

基盤地震動として選定した。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度

は，栗駒ダムで700ｍ/s以上，ＫｉＫ－ｎｅｔ金ヶ崎観

測点で540ｍ/s，ＫｉＫ－ｎｅｔ一関東観測点で680ｍ

/sといずれの観測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度

と同等あるいは低い値となっていることから，地盤の

Ｓ波速度による補正を行わないこととした。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），ＫｉＫ－ｎｅｔ

金ヶ崎観測点及びＫｉＫ－ｎｅｔ一関東観測点（水平

方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特

定せず策定する地震動として，「2008年岩手・宮城内

陸地震（栗駒ダム[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮

ダム（右岸地山）の４地点の観測記録を信頼性の高い

基盤地震動が評価可能な観測記録として選定した。こ

れに加えて，KiK-net一関東観測点については，地表観

測記録に地盤の非線形性及び観測点周辺の地形の影響

が一部含まれており，鉛直方向の観測記録の伝達関数

を再現できていないことから信頼性の高い基盤地震動

の評価は困難であるものの，水平方向については地表

観測記録を概ね再現できることから基盤地震動として

選定可能と判断し，水平方向のみ基盤地震動が適切に

評価可能な観測記録として選定した。 

選定した５地点の観測記録の中で，大きな基盤地震

動として，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測

点及びKiK-net一関東観測点（水平方向のみ）を，震源

を特定せず策定する地震動に考慮する基盤地震動とし

て選定した。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度

は，栗駒ダムで700ｍ/s以上，KiK-net金ヶ崎観測点で

540ｍ/s，KiK-net一関東観測点で680ｍ/sといずれの観

測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同等あるいは

低い値となっていることから，地盤のＳ波速度による

補正を行わないこととした。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観

測点及びKiK-net一関東観測点（水平方向のみ）の基盤

地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する地

震動として，「2008年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム

[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-
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城内陸地震（ＫｉＫ－ｎｅｔ金ヶ崎）」及び「2008年

岩手・宮城内陸地震（ＫｉＫ－ｎｅｔ一関東）」を採

用する。 

(ｂ) 2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応

力による横ずれ断層の地震とされている。岡田

（2002）(56)によれば，文献では震源域周辺に活断層は

記載されておらず，活断層発達過程でみると，初期の

発達段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な状態と

みなされるとされている。井上ほか（2002）(57)によれ

ば，新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩

脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断層に平行

であることが示されている。 

 

 

 

 

 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認

められる地域であり，断層変位基準となる海成段丘面

が広く認められる地域である。 

 

 

 

 

 

net金ヶ崎）」及び「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net一関東）」を採用する。 

 

(ｂ) 2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応

力による横ずれ断層の地震とされている。 

岡田（2002）(56)によれば，震源域周辺に活断層は記

載されておらず，第四紀中期以降に新たな断層面を形

成して，断層が発達しつつあり，活断層の発達過程と

しては，初期ないし未成熟な段階にあるとしている。

井上ほか（2002）(57)によれば，震源域付近の地質・地

質構造は，白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体とし，

新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩脈が

頻繁に分布していることが示されており，これら岩脈

の特徴として，貫入方向が今回の震源断層に平行であ

る北西－南東方向であることが挙げられている。ま

た，第四系の分布・地形面の発達状況は，明瞭な断層

変位基準の少ない地域である。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層とし

て，出戸西方断層等が認められる地域であり，地形・

地質調査等から，活断層の認定が可能である。敷地周

辺の地質・地質構造は，主に新第三系中新統の泊層，

鷹架層や第四系中部～上部更新統の段丘堆積層等が分

布し，大規模な岩脈の分布は認められない。また，断

層変位基準となる海成段丘面が広く認められる地域で

ある。 
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以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と，敷地周

辺地域とは活断層の特徴，地質・地質構造等に地域差

が認められると判断されることから，2000年鳥取県西

部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｂ．ＭＷ6.5未満の地震 

添３－ニ第23表に示した検討対象地震のうち，ＭＷ6.5

未満の14地震について，震源近傍の観測記録を収集し

て，その地震動レベルを整理した。 

その結果，加藤ほか（2004）(54)を一部周期帯で上回る

地震観測記録として2004年北海道留萌支庁南部地震，

2013年栃木県北部地震，2011年茨城県北部地震，2011年

和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震の観測記録

を抽出した。 

抽出した観測記録のうち，2013年栃木県北部地震，

2011年茨城県北部地震，2011年和歌山県北部地震及び

2011年長野県北部地震については，記録の再現が可能

な，適切な地盤モデルが構築できず，基盤地震動の評価

が困難であることから，震源を特定せず策定する地震動

に考慮しない。 

一方，2004年北海道留萌支庁南部地震については，震

源近傍のＫ－ＮＥＴ港町観測点において，佐藤ほか

（2013）(58)が詳細な地盤調査に基づいて基盤地震動の推

定を行っており，信頼性の高い基盤地震動が得られてい

なお，2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺の地

震地体構造は，全ての文献において異なる地震地体構

造区分とされている。 

以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と，敷地周

辺地域とは活断層の特徴，地質・地質構造等に地域差

が認められると判断されることから，2000年鳥取県西

部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｂ．ＭＷ6.5未満の地震 

添３－ニ第23表に示した検討対象地震のうち，ＭＷ6.5

未満の14地震について，震源近傍の観測記録を収集し

て，その地震動レベルを整理した。 

その結果，加藤ほか（2004）(54)を一部周期帯で上回る

地震観測記録として2004年北海道留萌支庁南部地震，

2013年栃木県北部地震，2011年茨城県北部地震，2011年

和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震の観測記録

を抽出した。 

抽出した観測記録のうち，2013年栃木県北部地震，

2011年茨城県北部地震，2011年和歌山県北部地震及び

2011年長野県北部地震については，記録の再現が可能な

地盤モデルが構築できず，基盤地震動の評価が困難であ

ることから，震源を特定せず策定する地震動に考慮しな

い。 

一方，2004年北海道留萌支庁南部地震については，震

源近傍のK-NET港町観測点において，佐藤ほか（2013）

(58)が詳細な地盤調査に基づいて基盤地震動の推定を行っ

ており，信頼性の高い基盤地震動が得られていることか
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ることから，これらを参考に地下構造モデルを設定し，

基盤地震動を評価する。この基盤地震動に保守性を考慮

し，震源を特定せず策定する地震動として「2004年北海

道留萌支庁南部地震（Ｋ－ＮＥＴ港町）」を採用する。 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008

年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山］）」，

「2008年岩手・宮城内陸地震（ＫｉＫ－ｎｅｔ金ヶ

崎）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（ＫｉＫ－ｎｅｔ

一関東）」及び「2004年北海道留萌支庁南部地震（Ｋ－

ＮＥＴ港町）」の応答スペクトルを添３－ニ第59図に示

す。 

(３) 基準地震動Ss 

「(ヘ)(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動」及び「(ヘ)(２) 震源を特定せず策定する地震動」の

評価結果に基づき，基準地震動Ssを策定する。 

① 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地

震動Ss 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ss 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ssは，

設計用応答スペクトルに適合する設計用模擬地震波によ

り表すものとする。 

(ａ) 設計用応答スペクトル 

「(ヘ)(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」において応答スペクトルに基づく手法により評

価した検討用地震の基本モデル及び不確かさケースの

ら，これらを参考に地下構造モデルを設定し，基盤地震

動を評価する。この基盤地震動に保守性を考慮し，震源

を特定せず策定する地震動として「2004年北海道留萌支

庁南部地震（K-NET港町）」を採用する。 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008

年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山］）」，

「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net金ヶ崎）」，

「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」及び

「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」の応答

スペクトルを添３－ニ第59図に示す。 

 

(３) 基準地震動Ｓｓ 

「(ヘ)(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動」及び「(ヘ)(２) 震源を特定せず策定する地震動」の

評価結果に基づき，基準地震動Ｓｓを策定する。 

① 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地

震動Ｓｓ 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓ 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓ

は，設計用応答スペクトルに適合する設計用模擬地震波

により表すものとする。 

(ａ) 設計用応答スペクトル 

「(ヘ)(１) 敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」において応答スペクトルに基づく手法により評

価した検討用地震の基本モデル及び不確かさケースの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2020 年 8 月 24 日 

MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－45 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

地震動評価結果を添３－ニ第60図に示す。これらを上

回るように設定したＳｓ－ＡＨの設計用応答スペクトル

を添３－ニ第60図(１)に，Ｓｓ－ＡＶの設計用応答スペ

クトルをＳｓ－ＡＶの設計用応答スペクトルを添３－ニ

第60図(２)に示す。 

Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用応答スペクトルの

コントロールポイントの値を添３－ニ第24表に示す。 

(ｂ) 設計用模擬地震波 

基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地

震波はＳｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用応答スペクト

ルに適合するように作成し，地震動の振幅包絡線の経

時的変化に基づいて，正弦波の重ね合わせによって作

成する。基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用

模擬地震波の継続時間と振幅包絡線は添３－ニ第61図

の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を添３－ニ第25

表に示す。 

基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地

震波の作成結果を添３－ニ第26表に，設計用応答スペ

クトルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトルの

比を添３－ニ第62図に示す。策定した基準地震動Ｓｓ

－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地震波の加速度時刻

歴波形を添３－ニ第63図に示す。 

ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」におけ

る断層モデルを用いた手法による地震動評価結果につい

て，基準地震動Ｓｓ－Ａの設計用応答スペクトルを一部

地震動評価結果を添３－ニ第60図に示す。これらを上

回るように設定したＳｓ－ＡＨの設計用応答スペクトル

を添３－ニ第60図(１)に，Ｓｓ－ＡＶの設計用応答スペ

クトルを添３－ニ第60図(２)に示す。 

 

Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用応答スペクトルの

コントロールポイントの値を添３－ニ第24表に示す。 

(ｂ) 設計用模擬地震波 

基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地

震波はＳｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用応答スペクト

ルに適合するように作成し，地震動の振幅包絡線の経

時的変化に基づいて，正弦波の重ね合わせによって作

成する。基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用

模擬地震波の継続時間と振幅包絡線は添３－ニ第61図

の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を添３－ニ第25

表に示す。 

基準地震動Ｓｓ－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地

震波の作成結果を添３－ニ第26表に，設計用応答スペ

クトルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトルの

比を添３－ニ第62図に示す。策定した基準地震動Ｓｓ

－ＡＨ及びＳｓ－ＡＶの設計用模擬地震波の加速度時刻

歴波形を添３－ニ第63図に示す。 

ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」におけ

る断層モデルを用いた手法による地震動評価結果につい

て，基準地震動Ｓｓ－Ａの設計用応答スペクトルを一部

 

 

  記載の適正化（誤記の削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2020 年 8 月 24 日 

MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－46 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

周期帯で上回るケースのうち，添３－ニ第27表に示す５

ケースを基準地震動Ｓｓ－Ｂ１，Ｓｓ－Ｂ２，Ｓｓ－Ｂ

３，Ｓｓ－Ｂ４及びＳｓ－Ｂ５として設定した。その応

答スペクトルを添３－ニ第64図に，加速度時刻歴波形を

添３－ニ第65図に示す。 

② 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動Ss 

「震源を特定せず策定する地震動」は基準地震動Ｓｓ－

Ａの設計用応答スペクトルを一部周期帯で上回ることか

ら，添３－ニ第28表に示す４波を基準地震動Ｓｓ－Ｃ１，

Ｓｓ－Ｃ２，Ｓｓ－Ｃ３及びＳｓ－Ｃ４（水平方向のみ）

として設定した。その応答スペクトルを添３－ニ第66図

に，加速度時刻歴波形を添３－ニ第67図に示す。 

(４) 基準地震動Ssの年超過確率 

日本原子力学会（2007）(59)に基づいて算定した敷地にお

ける地震動の一様ハザードスペクトルと基準地震動Ssの応

答スペクトルを比較する。 

震源については，地震発生様式ごとに「特定震源モデル

に基づく評価」及び「領域震源モデルに基づく評価」に分

けて考慮することとし，確率論的地震ハザードに大きな影

響を及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジックツリーを

作成する。ロジックツリーは，地震調査委員会（2013）(43)

の考え方に基づき作成する。 

地震調査委員会（2013）（43）では，「領域震源モデルに

基づく評価」に用いる各領域の地震規模の設定に当たり，

「モデル１」及び「モデル２」の２つの考え方を示してお

り，「モデル１」においては地震調査委員会（2012）(17)で

周期帯で上回るケースのうち，添３－ニ第27表に示す５

ケースを基準地震動Ｓｓ－Ｂ１，Ｓｓ－Ｂ２，Ｓｓ－Ｂ

３，Ｓｓ－Ｂ４及びＳｓ－Ｂ５として設定した。その応

答スペクトルを添３－ニ第64図に，加速度時刻歴波形を

添３－ニ第65図に示す。 

② 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動Ｓｓ 

「震源を特定せず策定する地震動」は基準地震動Ｓｓ－

Ａの設計用応答スペクトルを一部周期帯で上回ることか

ら，添３－ニ第28表に示す４波を基準地震動Ｓｓ－Ｃ１，

Ｓｓ－Ｃ２，Ｓｓ－Ｃ３及びＳｓ－Ｃ４（水平方向のみ）

として設定した。その応答スペクトルを添３－ニ第66図

に，加速度時刻歴波形を添３－ニ第67図に示す。 

(４) 基準地震動Ｓｓの年超過確率 

日本原子力学会（2007）(59)に基づいて算定した敷地にお

ける地震動の一様ハザードスペクトルと基準地震動Ｓｓの

応答スペクトルを比較する。 

震源については，地震発生様式ごとに「特定震源モデル

に基づく評価」及び「領域震源モデルに基づく評価」に分

けて考慮することとし，確率論的地震ハザードに大きな影

響を及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジックツリーを

作成する。ロジックツリーは，地震調査委員会（2013）(43)

の考え方に基づき作成する。 

地震調査委員会（2013）（43）では，「領域震源モデルに

基づく評価」に用いる各領域の地震規模の設定に当たり，

「モデル１」及び「モデル２」の２つの考え方を示してお

り，「モデル１」においては地震調査委員会（2012）(17)で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2020 年 8 月 24 日 

MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－47 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

用いられている各領域の地震規模を用い，「モデル２」に

おいては地震規模が確率論的地震ハザード評価に与える影

響を検討するために，各領域に「モデル１」より大きな地

震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価

における「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル

１」に加え「モデル２」についてもロジックツリーの分岐

として考慮する。 

設定したロジックツリーを添３－ニ第68図に示す。ま

た，特定震源モデルのうち，出戸西方断層以外の断層によ

る地震において評価対象とする活断層の諸元を添３－ニ第

29表に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最

大地震規模を添３－ニ第30表に示す。 

 

 

 

 

 

 

基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ１～Ｂ５の応答スペク

トルと年超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較を

添３－ニ第69図に示す。基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ

１～Ｂ５の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 

また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定

した基準地震動Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４の応答スペクトルと内陸

地殻内地震の領域震源による一様ハザードスペクトルの比

較を添３－ニ第70図に示す。基準地震動Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４

用いられている各領域の地震規模を用い，「モデル２」に

おいては地震規模が確率論的地震ハザード評価に与える影

響を検討するために，各領域に「モデル１」より大きな地

震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価

における「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル

１」に加え「モデル２」についてもロジックツリーの分岐

として考慮する。 

設定したロジックツリーを添３－ニ第68図に示す。ま

た，特定震源モデルのうち，出戸西方断層以外の断層によ

る地震において評価対象とする活断層の諸元を添３－ニ第

29表に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最

大地震規模を添３－ニ第30表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評

価に関する地震調査委員会（2019）(88)の知見があるが，本

知見における地震規模及び発生間隔は，敷地での確率論的

地震ハザード評価における設定と同等もしくは包絡される

ものであることから，敷地での確率論的地震ハザード評価

に影響はない。 

基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ１～Ｂ５の応答スペク

トルと年超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較を

添３－ニ第69図に示す。基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ

１～Ｂ５の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 

また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定

した基準地震動Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４の応答スペクトルと内陸

地殻内地震の領域震源による一様ハザードスペクトルの比

較を添３－ニ第70図に示す。基準地震動Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４
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2020 年 8 月 24 日 

MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－48 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 

の年超過確率は，10-4～10-6程度である。 

(５) 建屋底面位置における地震動評価 

耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設の耐震設計

では，建屋底面位置における地震動を評価する必要があ

る。その際，解放基盤表面以浅については，ｆ－１断層及

びｆ－２断層を境界として敷地内で地質構造が異なること

から，「中央地盤」，「西側地盤」及び「東側地盤」の３

つの領域ごとに，解放基盤表面以浅の地盤モデルを作成す

る。耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設が位置す

る「東側地盤」の解放基盤表面以浅の地盤モデルを添３－

ニ第31表に示す。 

耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設のうち，

「燃料加工建屋」の基準地震動Ssによる建屋底面位置での

地震動の加速度波形，基準地震動Ssとの応答スペクトルに

よる比較，解放基盤表面～建屋底面位置間の地震動の最大

加速度分布及び最大せん断ひずみ分布を添３－ニ第71図に

示す。解放基盤表面～建屋底面位置間において，基準地震

動Ssに特異な増幅はなく，地盤に顕著なせん断ひずみも認

められない。 

 

 

 

 

 

 

 

の年超過確率は，10-4～10-6程度である。 

(５) 建屋底面位置における地震動評価 

耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設の耐震設計

では，建屋底面位置における地震動を評価する必要があ

る。その際，解放基盤表面以浅については，ｆ－１断層及

びｆ－２断層を境界として敷地内で地質構造が異なること

から，「中央地盤」，「西側地盤」及び「東側地盤」の３

つの領域ごとに，解放基盤表面以浅の地盤モデルを作成す

る。耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設が位置す

る「東側地盤」の解放基盤表面以浅の地盤モデルを添３－

ニ第31表に示す。 

耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設のうち，

「燃料加工建屋」の基準地震動Ｓｓによる建屋底面位置で

の地震動の加速度波形，基準地震動Ｓｓとの応答スペクト

ルによる比較，解放基盤表面～建屋底面位置間の地震動の

最大加速度分布及び最大せん断ひずみ分布を添３－ニ第71

図に示す。解放基盤表面～建屋底面位置間において，基準

地震動Ｓｓに特異な増幅はなく，地盤に顕著なせん断ひず

みも認められない。 
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MOX 燃料加工施設 事業変更許可申請書 添付三の内「ニ．地震」補正前後対比表               日本原燃株式会社 
 

添付三（ニ.地震）－49 
 

補正前 補正後（令和２年８月24日 13次補正までの完本） 備 考 
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